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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第103期 第104期 第105期 第106期 第107期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 61,301 69,937 66,438 78,233 77,335

経常利益 (百万円) 152 909 717 2,050 3,210

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 18 320 △409 620 2,081

純資産額 (百万円) 22,337 22,616 22,209 22,826 24,409

総資産額 (百万円) 46,860 49,874 47,167 47,149 47,832

１株当たり純資産額 (円) 988.88 1,002.37 986.37 1,010.161,078.84

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 0.03 13.42 △18.17 27.56 92.56

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.7 45.3 47.1 48.2 50.7

自己資本利益率 (％) 0.1 1.4 △1.8 2.7 8.6

株価収益率 (倍) 14,200.0 55.5 ― 31.8 8.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 521 3,668 △1,508 △ 2,636 6,856

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △671 △1,675 △1,519 △ 1,211 △ 876

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △845 △266 △111 △ 134 △ 131

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 11,456 13,178 10,081 6,116 11,890

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,804
(975)

1,774
(1,127)

2,560
(781)

2,380
(1,370)

2,219
(1,230)

（注）１　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員を記載しております。

４　第105期における株価収益率は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

５　第106期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照　

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第103期 第104期 第105期 第106期 第107期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 55,567 64,773 62,593 75,005 70,178

経常利益 (百万円) 47 705 474 1,243 1,698

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 86 557 △1,260 369 1,210

資本金 (百万円) 3,456 3,456 3,456 3,456 3,456

発行済株式総数 (株) 24,744,01724,744,01724,744,01724,744,01724,744,017

純資産額 (百万円) 22,546 23,064 21,779 22,025 22,651

総資産額 (百万円) 44,384 47,660 45,614 44,368 42,651

１株当たり純資産額 (円) 998.26 1,022.38 967.23 979.11 1,007.81

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配
 当額)

(円)
3.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

10.00

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 2.94 24.04 △55.93 16.41 53.85

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.8 48.4 47.7 49.6 53.1

自己資本利益率 (％) 0.4 2.4 △5.8 1.7 5.3

株価収益率 (倍) 144.9 31.0 ― 53.5 13.7

配当性向 (％) 102.0 20.8 ― 30.5 18.6

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,279
（406)

1,270
（600)

1,200
（624)

1,087
(551)

1,035
(571)

（注）１　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員を記載しております。

４　第105期における株価収益率及び配当性向は、当期純損失のため記載しておりません。

５　第106期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照　

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。
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２ 【沿革】

年月 概要

昭和13年４月 名古屋市南区に高野精密工業株式会社を設立、兵器及び同部品並びに機械器具の製造を開始。

昭和16年８月 愛知県岡崎市に岡崎工場を開設。(現 岡崎事業所)

昭和29年６月 名古屋証券取引所に上場。

昭和32年１月 名古屋市南区の本社地に腕時計製造設備を新設し、腕時計の生産を開始。

昭和36年10月東京証券取引所に上場。

昭和37年８月 社名をリコー時計株式会社に変更。

昭和37年12月岡崎工場に量水器新工場を建設。

昭和39年３月

 

岐阜県恵那市に恵那工場建設第１期工事竣工、腕時計製造設備の一部を名古屋より移管し、腕時計

の生産を開始。

昭和41年12月恵那工場建設工事及び腕時計製造部門の集中化が完了。(現 恵那事業所)

昭和42年11月岡崎工場で湿式複写機「リコピー」の製造を開始。

昭和43年９月 岡崎工場にプロパン用ガスメータ新工場を建設。

昭和46年７月 本社を名古屋市東区に移転。

昭和46年12月水晶発振式電子腕時計「リクォーツ」発売。

昭和48年10月岡崎工場にプロパン用ガスメータ工場を増設及び乾式複写機「電子リコピー」工場を建設。

昭和57年11月岡崎事業所でPPC周辺機器の製造を開始。

昭和60年８月 岡崎事業所に技術棟が完成。

昭和61年４月 社名をリコーエレメックス株式会社に変更。

平成２年３月 恵那事業所にOA機器組立工場を建設。

平成５年５月 OA機器部門が国際品質保証規格「ISO 9002」の認証取得。

平成７年１月

 

PPC周辺機器の生産会社として中国広東省東莞市にグループ会社「DONGGUAN RICOH ELEME

OFFICE MACHINE CO., LTD.」を設立。

平成８年２月 計量器関連部門が国際品質保証規格「ISO 9001」の認証取得。

平成８年５月 本社を名古屋市中区に移転。

平成８年８月 リコー教育機器株式会社より教育事業を譲受け。

平成８年12月 岡崎事業所が国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証取得。

平成９年３月

 

恵那事業所が国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証取得。

岡崎事業所が計量法第90条の規定に基づく指定製造事業者(ガスメータ 第一種及び第二種)の指

定取得。

平成９年10月 岡崎事業所事務棟(通称CS棟)を増設。

平成10年２月

 

岡崎事業所が計量法第90条の規定に基づく指定製造事業者(水道メータ 第一種及び第二種)の指

定取得。

平成10年10月リコー精器株式会社と合併。

平成11年６月 名古屋市千種区に技術センターを開設。

平成13年１月

 

名古屋市千種区の技術センターが国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証

取得。

平成13年３月 名古屋市千種区に今池事務所を開設。

平成14年10月教育事業をグループ会社のリコー教育システム株式会社に事業集約。

平成14年11月本社を名古屋市千種区に移転。（今池事務所）

平成15年３月 本社今池事務所及び東京事務所が国際的な環境マネジメントシステム規格「ISO 14001」の認証

取得。

平成15年４月 コンプライアンス体制構築の為のＣＳＲ本部（現　内部統制推進室）の設置。

平成16年11月PPC周辺機器他の生産会社として中国広東省深?市にグループ会社「RICOH ELEMEX (SHENZHEN)

 CO.,LTD.」を設立。

平成16年12月ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）適合評価制度の認証取得。

平成17年６月「RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.」の操業開始。

平成19年３月 時計事業をグループ会社のリコーエレメックスエーティー株式会社に事業集約。

平成19年４月 内部統制に係る体制の構築（SOX法対応）
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社及び当社の子会社６社並びに当社の親会社である㈱リ

コーで構成されており、主として、情報・環境関連(複写機関連、情報機器関連他)及び精密機器関連(計量器

関連、特機関連、時計関連、部品・産業用設備関連)の製造、販売を行っております。

また、当企業集団（当社及び当社の子会社）はリコーグループに属し、複写機関連及び情報機器関連の製

品に関しては、その大部分を親会社である㈱リコー及びその子会社である東北リコー㈱へ販売しておりま

す。また、リコーグループではRCMS制度（リコーキャッシュマネジメントシステム）の導入によりグループ

内の資金を、親会社の子会社であるリコーリース㈱に集中し管理しております。

　事業区分における主要な製品及び関係会社等との取引は、以下のとおりであります。

〔情報・環境関連事業〕

複写機関連…… ㈱リコー、東北リコー㈱、RICOH ELEMEX (HK) LTD. 及びその他の仕入先から部品を購

入し、当社で組立を行い、そのほとんどを㈱リコー及び東北リコー㈱へ販売しており

ます。

又、販売製品の多くについて生産の海外分業化を行っており、組立用部品の一部につ

いて国内仕入先から購入したものをRICOH ELEMEX (HK) LTD.を通じて

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.に対して支給しております。

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.は組立を行い、RICOH ELEMEX (HK) LTD. を通じ

て当社へ販売しております。

なお、RICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.及びDONGGUAN RICOH ELEME 

OFFICE MACHINE CO.,LTD. は現在休眠しております。

情報機器関連… ㈱リコー、東北リコー㈱、RICOH ELEMEX (HK) LTD. 及びその他の仕入先から部品を購

入し、当社で組立を行い、そのほとんどを㈱リコーへ販売しております。

又、販売製品の多くについて生産の海外分業化を行っており、組立用部品の一部につ

いて国内仕入先から購入したものをRICOH ELEMEX (HK) LTD.を通じて

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.に対して支給しております。

RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.は組立を行い、RICOH ELEMEX (HK) LTD. を通じ

て当社へ販売しております。

〔精密機器関連事業〕

計量器関連…… 外部仕入先から素材及び部品を購入し、当社で製造を行い、全国の営業拠点を通じて

ガス販売店・水道局等へ販売しております。又、一部の製品を㈱リコーに販売してお

ります。

特機関連……… リコーエレメックスエーティー㈱及びその他の仕入先から素材及び部品を購入し、当

社で製造を行い、防衛省、その他の需要者へ販売しております。

時計関連……… RICOH ELEMEX (HK) LTD. 及びその他の仕入先から素材及び部品を購入し、リコーエ

レメックスエーティー㈱及びRICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.で製造を行い、小売

店等の需要者へ販売しております。

又、一部海外のOEM先に対しては、RICOH ELEMEX (HK) LTD. を通じて販売しておりま

す。

部品・産業用

設備関連………

精密加工技術を活かした部品加工や産業機器の製品群でありますが、リコーエレメッ

クスエーティー㈱、及びその他の仕入先から素材及び部品を購入し、当社で製造を行

い、直接お客様へ販売しております。

〔その他事業〕

保険代理業…… レックスゼネラルサービス㈱が保険代理業を行っております。
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事業系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(親会社)

㈱リコー
(注)１

東京都大田区 135,364
事務用機器等の
製造・販売

―
56.7
(0.2)

事務用機器等の
販売先
役員の兼任１名

(連結子会社)

リコーエレメックス
エーティー㈱

名古屋市千種区 30
精密機器部品の
製造・販売

100.0 ―
精密機器部品の
製造元

レックスゼネラル
サービス㈱

岐阜県恵那市 20
構内物流業・
保険代理業

100.0 ―
物品の構内運搬請負
役員の兼任２名

RICOH ELEMEX (HK) LTD.
(注)２、４

中華人民共和国
香港特別行政区

千香港ドル

5,000

事務用機器及び
精密機器部品の
仕入・販売

100.0 ―
事務用機器の仕入先
資金援助あり
役員の兼任１名

RICOH ELEME OFFICE 
MACHINE (HK) LTD.

(注)２、３

中華人民共和国
香港特別行政区

千香港ドル

 1,000
事務用機器の
仕入・販売

100.0
(100.0)

― 現在　休眠中

RICOH ELEMEX 
(SHENZHEN) CO.,LTD.

(注)２、３

中華人民共和国
広東省深?市

千USドル
3,200

事務用機器及び
精密機器の製造

90.0
(90.0)

―
事務用機器の製造元
役員の兼任１名

DONGGUAN RICOH
ELEME OFFICE
MACHINE CO.,LTD．

(注)２、３

中華人民共和国
広東省東莞市

千香港ドル

 7,500
事務用機器の
製造

90.0
(90.0)

― 現在　休眠中

(注)１　親会社を除いて、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２　RICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.及びRICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD. はRICOH ELEMEX (HK) LTD.

 が、それぞれ100.0％及び90.0％出資している子会社であります。

またDONGGUAN RICOH ELEME OFFICE MACHINE CO.,LTD. はRICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.が90.0％

出資している子会社であります。

３　「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有であります。

４　RICOH ELEMEX (HK) LTD.は特定子会社に該当しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報・環境関連事業 1,194　(  812)

精密機器関連事業   671  (  348)

その他事業     3  (    1)

全社共通   351  (   69)

合計 2,219　(1,230)

(注)１　従業員数は、当企業集団（当社及び当社の連結子会社）から当企業集団外への出向者を除き、当企業集団外か

ら当企業集団への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は平均臨時雇用者数であります。
　
(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,035（ 571） 41.6 19.3 6,106

(注)１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は平均臨時雇用者数であります。

　
(3) 労働組合の状況

リコーエレメックス労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、基調としては景気は緩やかな拡大を続けているものの、サブプ

ライムローン問題等による国際金融市場の動揺、エネルギー・原材料高に加え急激な円高の進行などに

より先行きに不透明なものが感じられる状況下で推移いたしました。

このような状況の中、当社は開発、生産、品質、販売などの各分野において、改革・改善に全力で取り組

んで参りました。その活動の成果が収益の面において大きく現れております。

売上ではプロパン用ガスメータの需要が上昇期に入り、開発、品質等すべての面に注力したガスメータ

「ＱＲＥＸ」が売上・利益の上昇に大きく貢献しております。また自動車エンジン部品を中心とした部

品事業や複写機・情報機器関連なども堅調に推移いたしましたが、採算面を重視した受注に徹した水道

機器やお客様の設備投資見直しの影響を受けた産業機器での売上減により全体でほぼ前年並みに推移い

たしました。

収益面においても、主要製品の生産コスト、販売効率の改革・改善などを徹底して実施いたしました。

この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は773億３千５百万円と前連結会計年度比８

億９千７百万円(1.1％減)の減収となりましたが、営業利益につきましては35億４千５百万円と前連結会

計年度比18億５千１百万円(109.2％増)の増益、経常利益は32億１千万円と前連結会計年度比11億６千万

円(56.6％増)の増益となり、当期純利益では20億８千１百万円と前連結会計年度比14億６千万円

(235.4％増)の増益となりました。

　

部門別の売上高及び事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（情報・環境関連事業）

複写機関連では、減収となりましたものの、情報機器関連では、ジェルジェットプリンターが好調に推

移したことにより増収となりました。

情報・環境関連のその他の事業は、健康・環境機器の商品群でありますが、環境事業部門を会社分割し

アンデス電気株式会社へ平成20年１月１日に承継させたこと等により減収となりました。

これらの結果、情報・環境関連事業の売上高は528億２千２百万円と前連結会計年度比７億６千４百万

円(1.4％減)の減収となりましたが、営業利益につきましては60億１千万円と前連結会計年度比11億３千

７百万円(23.3％増)の増益となりました。
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（精密機器関連事業）

計量器関連では、プロパン用ガスメータの需要が上昇しているものの、水道事業の利益重視による選別

受注の影響を受け減収となりました。

特機関連では、防衛省他からの受注が増加した影響で増収となりました。

時計関連では、主力のムーブ事業でＯＥＭ供給関連が好調に推移した影響で増収となりました。

部品産業用設備の分野は、精密加工技術を活かした部品加工商品と産業機器の製品群でありますが、主

力の自動車産業向けの部品は好調に推移しましたが、お客様の設備投資の見直しの影響を受けた産業機

器では減収となりました。

　以上の結果、精密機器関連事業の売上高は244億８千９百万円と前連結会計年度比１億２千８百万円

(0.5%減)の減収となりました。営業損失につきましては12億３百万円と前連結会計年度比７億５千６百

万円(前連結会計年度は19億５千９百万円の営業損失)の減少となりました。

　

所在地別のセグメント業績は次のとおりであります。

（日本）

売上高は706億５百万円と前連結会計年度比22億３千２百万円(3.1％減)の減収となりましたが、営業

利益につきましては35億６千５百万円と前連結会計年度比11億２千７百万円(46.3％増)の増益となりま

した。

（中国）

売上高は67億２千９百万円と前連結会計年度比13億３千４百万円(24.7％増)の増収となりました。営

業利益につきましては11億９千６百万円と前連結会計年度比８億円(202.1％増)の増益となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、118億９千万円と前連結会計年度末に比べ57億７千

３百万円（94.4％増）の増加となりました。

　

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、68億５千６百万円の収入（前連結会計年度は26億３千６百万

円の支出）となりました。その主な要因は、税金等調整前当期純利益31億３千５百万円、売上債権の減少

額６億５千８百万円、たな卸資産の減少額９億５千４百万円であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、８億７千６百万円の支出（前連結会計年度比27.7％支出減）

となりました。その主な要因は、有形固定資産の取得による支出７億８千７百万円であります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億３千１百万円の支出（前連結会計年度比2.2％支出減）と

なりました。その主な要因は、配当金の支払額１億１千２百万円であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当企業集団における生産・販売品目の多くは受注生産形態をとらず、需要予測を考慮した見込生産に

よっております。従って、受注状況は表示しておりません。

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前連結会計年度比(％)

情報・環境関連事業 52,430 96.1

精密機器関連事業 23,712 97.9

合計 76,142 96.6

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前連結会計年度比(％)

情報・環境関連事業 52,822 98.6

精密機器関連事業 24,489 99.5

その他事業 23 83.7

合計 77,335 98.9

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先 前連結会計年度 当連結会計年度

㈱リコー

販売高(百万円) 割合(％） 販売高(百万円) 割合(％）

48,123 61.5 45,705 59.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

複写機・情報機器関連における生産コストの更なる低減、計量器関連のプロパン用ガスメータが今後需

要の下降期に至った場合の事業構造のあり方、自動車関連を中心とした部品事業の拡大策等を対処すべき

課題と認識しており、以下のように対処してまいります。

①　重点的に差別化するコア技術を更に進化させ、圧倒的な技術の差別化を図ってまいります。

②　顧客起点・品質絶対思想を基軸として、お客様に感動品質をご提供してまいります。

③　超低コスト化に向けた、リコーグループＮＯ．１の高生産性を実現してまいります。

④　成長事業への戦略投資を進め、収益基盤の更なる強化をしてまいります。

⑤　人財の発掘、獲得、育成、活用、登用に注力してまいります。

⑥　コンプライアンスの取り組みと社会への貢献を強化してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

当企業集団の経営成績や株価、財政状況等に影響を及ぼす可能性が考えられる項目には以下のようなも

のがあります。しかしながら、全てのリスクが網羅されている訳ではなく、予期せぬリスクの影響を将来的

に受ける可能性もあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものでありま

す。

　

（１）特定の取引先への依存

複写機関連機器及び情報関連機器は、その多くを親会社である株式会社リコーに納入しています。

従って当企業集団の業績は親会社からの受注に左右されることが大きく、高品質・超低コストの実現

により受注の拡大を図ってゆきますが、受注が著しく減少した場合にはその影響を強く受けることと

なります。

なお、当社と親会社である株式会社リコーは平成20年５月15日開催の両社取締役会において、平成

20年８月１日をもって、当社が完全子会社となる株式交換契約の締結を決議し、同日締結しておりま

す。また、平成20年６月26日開催の定時株主総会において株式交換契約が承認されております。詳細に

ついては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項」の(重要な後発事

象)に記載しております。

また、時計関連部品や完成品を限られたＯＥＭ顧客に対して供給していますが、これらの売上はそ

の供給先企業の経営方針、調達方針等の当社が関与出来ない要因により影響を受けることがありま

す。

　

（２）為替変動

当社の主要な製品である複写機関連機器及び情報関連機器は、その多くを中国の海外連結子会社で

生産しています。従って当社の業績は為替相場の変動の影響を受けやすく、為替予約等によるリスク

ヘッジを行っていますが、相場が著しく変動した場合にはその影響を強く受けることとなります。

また、今後中国人民元の大幅な切上げがあった場合には、当企業集団の業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。

　

（３）価格競争

当社の計量器関連事業のうち水道メータは、その供給先のほとんどが公共事業体であり、受注形態

は入札制度によっております。そのため、入札制度が大きく変更されたり、競争の激化により入札価格

が著しく低下したりしますと当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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　 （４）品質問題

当企業集団は厳しい品質管理のもと製品の製造を行っていますが、万が一、欠陥が発生し賠償問題

ともなりかねないクレームが発生した場合には、損害賠償の負担のみならず、信用の低下によりお客

様の購買意欲の低減をも招くこととなり、当企業集団の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

（５）中国における生産活動

当社の主要な製品である複写機関連機器及び情報関連機器は、その多くを中国の海外連結子会社で

生産しています。従って中国における政治または法環境の変化、経済状況の変化、雇用環境の変化な

ど、予期せぬ事象により事業の継続に問題が生じる可能性があります。

　

（６）災害等の発生

地震等の自然災害の発生により、当企業集団の生産拠点等が損害を受ける可能性があります。特に

当社の本社及び国内工場、主要国内子会社が愛知県及び岐阜県内に集中しており、将来その発生の可

能性が予想される東海地震や東南海地震が発生した場合、施設面での損害のほか、操業の中断や遅延、

多額の復旧費用などにより、当企業集団の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

（株式会社リコーとの株式交換契約）

当社と親会社である株式会社リコーは平成20年５月15日開催の両社取締役会において、平成20年８

月１日をもって、当社が完全子会社となる株式交換契約の締結を決議し、同日締結しております。ま

た、平成20年６月26日開催の定時株主総会において株式交換契約が承認されております。詳細につい

ては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項」の(重要な後発事象)に

記載しております。

 

６ 【研究開発活動】

当企業集団における研究開発活動は、以下に記載のとおりであります。

当企業集団の事業分野は多岐にわたっており、複写機関連、情報機器関連、腕時計、計量器等、多品種にわ

たる生産品について研究開発を行っております。当連結会計年度末現在の開発要員は253名であります。

事業の種類別セグメントの研究開発活動の主なものは次のとおりであります。

《情報・環境関連事業》

・複写機関連……ペーパーハンドリング技術、画像投影技術、座標位置検出技術を開発しておりま

す。

・情報機器関連…精密位置決め技術、画像入力技術を開発しております。

当事業に係る研究開発費は、２千８百万円であります。

　

《精密機器関連事業》

・計量器関連……流体計量技術、計測設計技術を開発しております。

・時計関連………高密度レイアウト設計技術、小型充電技術を開発しております。

当事業に係る研究開発費は、１億１千２百万円であります。

　

上記の費用は、当期製品製造費用に計上した金額は９千万円であり、販売費及び一般管理費に計上した金

額は５千万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）財政状態

①資産

当連結会計年度末の流動資産は329億８千３百万円と前連結会計年度末に比べ13億４千９百万円

（4.3％増）の増加となりました。主な要因は現金及び預金、預け金の増加であります。

当連結会計年度末の固定資産は148億４千８百万円と前連結会計年度末に比べ６億６千６百万円

（4.3％減）の減少となりました。主な要因は、減価償却の実施等による有形固定資産の減少、時価評価額

の低下による投資有価証券の減少であります。

これらにより、当連結会計年度末の資産合計は478億３千２百万円と前連結会計年度末に比べ６億８千

２百万円（1.4％増）の増加となりました。

また、キャッシュ・フローの状況は、「１.業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載しま

したように、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、118億９千万円と前連結会計年度末に比

べ57億７千３百万円（94.4％増）の増加となりました。

　

②負債

当連結会計年度末の負債合計は234億２千２百万円と前連結会計年度末に比べ８億９千９百万円

（3.7％減）の減少となりました。主な要因は仕入債務の減少であります。

　

③純資産

当連結会計年度末の純資産合計は244億９百万円と前連結会計年度末に比べ15億８千２百万円（6.9％

増）の増加となりました。主な要因は当期純利益の計上によるものであります。

　

（２）経営成績

①概要

当連結会計年度の経営成績につきましては、「１.業績等の概要　(1)業績」に記載しましたように、情

報・環境関連事業におきましては売上高が528億２千２百万円と前連結会計年度比７億６千４百万円

(1.4％減)の減収となりましたが、営業利益につきましては60億１千万円と前連結会計年度比11億３千７

百万円(23.3％増)の増益となりました。

一方、精密機器関連事業におきましては売上高が244億８千９百万円と前連結会計年度比１億２千８百

万円(0.5％減)の減収となりました。営業損失につきましては12億３百万円と前連結会計年度比７億５千

６百万円(前連結会計年度は19億５千９百万円の営業損失)の減少となりました。

　

②売上高及び営業利益

売上高につきましては、「１．業績等の概要　(1)業績」と「２．生産、受注及び販売の状況」に記載し

ましたように、売上高は773億３千５百万円と前連結会計年度比８億９千７百万円(1.1％減)の減少とな

りました。

売上原価は659億３千４百万円と前連結会計年度比14億３千６百万円（2.1％減）の減少となり、販売

費及び一般管理費は78億５千５百万円と前連結会計年度比13億１千２百万円（14.3％減）の減少とな

り、営業利益につきましては35億４千５百万円と前連結会計年度比18億５千１百万円(109.2％増)の増益

となりました。この主な要因は、主要製品の生産コスト、販売効率の改革・改善等にともなう経費の減少

によるものです。
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　 ③営業外損益及び経常利益

営業外損益は、３億３千５百万円の損失（純額）と前連結会計年度比６億９千１百万円（前連結会計

年度は３億５千６百万円の利益（純額）)の損失増加となりました。この主な要因は、下半期における急

激な円高により、為替差益が為替差損に転じたことによるものです。

これらの結果、経常利益は32億１千万円と前連結会計年度比11億６千万円(56.6％増)の増益となりま

した。

　

④特別損益及び当期純損益

特別損益は、７千５百万円の損失（純額）と前連結会計年度比８億８千６百万円（前連結会計年度は

９億６千１百万円（純額）の損失）損失が減少しております。主な要因は、前連結会計年度おいて、計量

器関連での製品不具合対策損失を計上したことによるものです。

これらの結果、当期純利益では20億８千１百万円と前連結会計年度比14億６千万円(235.4％増)の増益

となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は総額11億６千４百万円(無形固定資産、リース資産を含む。)であり、その

主なものは、ＣＮＣ自動旋盤等の精密機器量産化設備投資、ガスメータ関連の金型等の設備投資、海外生産

拠点の金型等の設備投資であります。これらの設備資金は、すべて自己資金より充当いたしました。
　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

（平成20年３月31日現在）

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

恵那事業所
(岐阜県恵那市)

情報・環境
関連事業

複写・情報機器
関連等生産設備

1,166 250
282
(585)

161 1,860
361
(262)

岡崎事業所
(愛知県岡崎市)

精密機器
関連事業

計量器等生産
設備

734 954
2,756
(43)

271 4,718
294
(240)

本社他
(名古屋市千種区他)

情報・環境
関連事業、
精密機器
関連事業、
全社共通

その他設備 346 0
1,426
(3)

16 1,790
380
(69)

　

(2) 国内子会社

（平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

リ コ ー エ レ
メックスエー
ティー㈱

岡崎事業所
他
(愛知県
岡崎市他)

精密機器

関連事業
精密機器
生産設備等

21 14
－
(－)

14 51
111
(66)

　

(3) 在外子会社

（平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

RICOH ELEMEX
(SHENZHEN)
 CO.,LTD.

本社事業所
(中国広東省
深?市)

情報・環境
関連事業・
精密機器
関連事業

工場設備、
生産設備等

407 110
－
(－)

367 885
981
(543)

(注)１　帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含まれておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記の従業員数において（外数）は、平均臨時雇用者数であります。

４　上記の他、主要な賃借設備は次のとおりであります。

①　提出会社

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の
内容

リース期間
年間
リース料
(百万円)

リース契約
残高
(百万円)

技術センター
(名古屋市千種区)

情報・環境関連事業
精密機器関連事業

建物 15年 130 735

恵那、岡崎事業所
(岐阜県恵那市他)

情報・環境関連事業
精密機器関連事業

製造設備他 (注) 320 1,573

　
②　国内子会社
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会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

リース期間
年間
リース料
(百万円)

リース契約
残高
(百万円)

リ コ ー エ レ
メックスエー
ティー㈱

恵那事業所
(岐阜県恵那市)

精密機器
関連事業

精密機器
製造設備
他

(注) 22 128

(注)　リース期間については、物件毎に異なるため表示を省略しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度後１年間の設備投資計画は1,700百万円であります。

　なお、事業の種類別セグメント毎の内訳は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
平成20年度計画金額
（百万円）

設備等の主な内容・目的

情報・環境関連事業 300複写機関連・情報機器関連の金型等

精密機器関連事業 1,400
計量器関連及び部品・産業用設備関連
の機械装置、金型等

合計 1,700

（注）１　設備投資額は、自己資金により充当する予定であります。

２　上記の金額には、リース資産を含んでおります。

３　経常的な設備更新の為の除却を除き、重要な設備の除却の計画はありません。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年6月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,744,017同左

名古屋証券取引所
(市場第二部)

東京証券取引所
(市場第二部)
 

株主としての権利内
容に制限のない、標準
となる株式

計 24,744,017同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当する事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当する事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成11年４月１日～
平成12年３月31日
(注)

372,72424,744,017 205 3,456 204 5,291

(注)　上記の増加は、転換社債の株式転換によるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 18 12 106 25 1 1,4491,611 ―

所有株式数
(単元)

― 3,048 21 13,2881,835 1 6,24424,437307,017

所有株式数
の割合(％)

― 12.47 0.09 54.38 7.51 0.00 25.55100.00 ―

(注)　自己株式2,268,518株のうち2,268単元は「個人その他」の欄に、518株は「単元未満株式の状況」欄に含まれてお

ります。なお、自己株式2,268,518株は実質的な所有であります。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社リコー 東京都大田区中馬込一丁目３番６号 12,545 50.70

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 843 3.41

ゴールドマン・サックス・インター
ナショナル
(常任代理人　ゴールドマン・サック
ス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB.U.K
(東京都港区六本木六丁目10番１号)

833 3.37

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 589 2.38

リコーエレメックス取引先持株会 名古屋市千種区内山二丁目14番29号 542 2.19

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 452 1.83

リコーエレメックス従業員持株会 名古屋市千種区内山二丁目14番29号 372 1.50

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄三丁目14番12号 279 1.13

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

259 1.05

ジェーピー　モルガン　チェース　バ
ンク　385093
(常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務室)

125 LONDON WALL.LONDON.EC2Y 5AJ U.K.
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

233 0.94

計 ― 16,949 68.50

(注)　上記のほか、自己株式数が2,268千株あります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   2,268,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  22,169,00022,169 同　　上

単元未満株式 普通株式     307,017― 同　　上

発行済株式総数 24,744,017― ―

総株主の議決権 ― 22,169 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 518株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
リコーエレメックス
株式会社

名古屋市千種区
内山二丁目14番29号

2,268,000 ― 2,268,000 9.17

計 ― 2,268,000 ― 2,268,000 9.17

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当する事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 22,100 21

当期間における取得自己株式 2,350 1

（注）　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 2,612 2 ─ ─

保有自己株式数 2,268,518 ― 2,270,868 ―

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社の配当政策は、環境の変化に対応できる経営基盤の強化と新たな事業展開を図っていくために、内部

留保の充実を図る一方、業績に見合った成果配分として、株主の皆様にご理解いただける利益還元を実施し

ていくことを基本方針としております。

当期の配当につきましては、上記方針に基づき期末配当として、一株につき10円の配当を実施させていた

だきました。なお、単独の配当性向は18.6％となりました。

　内部留保資金につきましては、将来の収益力維持向上を図るため、設備投資、企業体質の強化に活用いたし

ます。

　また、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末

配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　配当の回数に関しての基本方針は、中間配当及び期末配当の年２回の配当を基本とし、業績等を勘案した

適正な配当を行うことを基本方針としております。

　

（注） 基準日が当該事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円）

一株当たり配当額
（円）

平成20年６月26日
定時株主総会決議

224 10

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第103期 第104期 第105期 第106期 第107期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 472 771 1,450 1,250 1,180

最低(円) 290 430 700 650 671

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,020 1,010 940 900 800 777

最低(円) 917 816 858 690 671 692

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役
社長執行役

員
 沢　　光　司 昭和23年６月５日

昭和46年４月 ㈱リコー入社

(注)3 ―

昭和62年８月 Ricoh Industrie France S.A.社

長

平成６年10月 ㈱リコー国際本部画像機器販売部

部長

平成８年１月 同社SOHO事業部事業部長

平成９年１月 同社パーソナル事業部事業部長

平成10年４月 同社生産事業本部画像部品事業部

事業部長

平成12年４月 同社生産事業本部資材統括セン

ター所長

平成13年７月 同社生産事業本部光学ユニット事

業推進センター所長

平成14年６月

平成17年１月

平成20年４月

平成20年４月

同社執行役員

同社ＩＴ／Ｓ本部長

同社グループ執行役員(現在）

当社常務執行役員

平成20年６月

平成20年６月

当社経営担当

当社代表取締役社長執行役員（現

在）

取締役
情報機器事

業本部長
北　沢　昭　夫 昭和20年２月14日

昭和38年４月 ㈱リコー入社

(注)2 4

平成５年４月 同社画像生産事業本部画像生産事

業部長

平成７年１月 当社理事、ＯＡ事業部長兼開発本

部長

平成７年６月 当社取締役

平成９年６月 当社常務取締役

平成12年10月 当社生産担当、情報機器事業本部

長(現在)

平成13年６月 当社取締役兼専務執行役員(現在)

取締役
経営管理本

部長
弦　間　憲　一 昭和22年４月23日

昭和46年４月 ㈱リコー入社

(注)2 3

平成６年６月 大阪リコー㈱取締役経営管理本部

長

平成９年12月 東京リコー㈱取締役経営管理本部

長

平成13年６月 当社執行役員経理本部長

平成14年10月 当社経営管理本部長(現在)

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員(現在)

取締役
計量・計測

事業本部長
山　内　雅　夫 昭和23年11月20日

昭和47年８月 リコー教育機器㈱入社

(注)2 3

平成８年８月 当社教育システム事業部　事業企

画室担当次長

平成９年１月 当社総務人事本部総務グループ

リーダー

平成11年７月 当社経営企画室ＣＳ推進グループ

リーダー

平成12年10月 当社総務人事本部長

平成13年６月 当社執行役員

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員計量・

計測事業本部長(現在)

取締役
（非常勤）

 中　村　　　高 昭和21年９月２日

昭和47年４月 ㈱リコー入社

(注)2 8

平成２年４月 RICOH U.K. PRODUCTS LTD.取締役

社長

平成７年１月 RICOH EUROPE B.V.取締役社長

平成10年６月 ㈱リコー取締役

平成12年６月 同社執行役員、経営企画室長

平成14年４月 当社顧問

平成14年６月 当社代表取締役社長

平成17年６月 同社取締役(現在）

平成18年１月 同社専務執行役員(現在）

平成18年１月 当社取締役（非常勤）(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

監査役
（常勤）

神　谷　賢　治 昭和26年４月20日

昭和52年４月 当社入社

(注)5 3

平成13年４月 当社情報機器事業本部商品設計グ

ループリーダー

平成14年４月 当社技術センター所長

平成18年４月 当社理事

平成20年４月 当社品質保証本部副本部長

平成20年６月 当社監査役（現在）

昭和55年３月 ㈱リコー入社

平成８年４月 同社経理本部経理部経理課長

平成10年12月 同社経理本部財務部長

監査役 瀬　川　大　介 昭和29年７月21日 平成12年10月 同社総合経営企画室経営戦略部長 (注)4 ―
平成15年６月 当社監査役(現在)

平成17年６月 ㈱リコー執行役員(現在)

平成18年４月 同社経理本部長(現在)

監査役 山　中　行　彦 昭和35年１月26日

昭和57年３月 ㈱リコー入社

(注)5 ―

平成９年３月 同社経理本部財務部資金課担当課

長

平成15年４月 同社総合経営企画室ＩＲ部長(現

在)

平成18年10月 同社経理本部経理部長(現在)

平成20年６月 当社監査役(現在)

計 21
　

(注)１　監査役　瀬川大介及び山中行彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

３　任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

４　任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

５　任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

本　村　義　隆　 昭和41年２月13日

平成元年３月 ㈱リコー入社

―

平成９年２月 RICOH ELECTRONICS,INC.

平成11年１月

平成18年８月

平成18年10月

RICOH CORPORATION

㈱リコー経理本部経理部

同社経理本部計画部

平成20年４月 同社経理本部計画部長(現在)

７　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業の業務執行機

能とを分離し、経営効率の向上を図るために平成13年６月28日より執行役員制度を導入しております。平成20

年6月26日現在の執行役員は11名で、構成は下記のとおりであります。

役名 氏名 担当名

社長執行役員 沢　　　光　司 代表取締役

専務執行役員 北　沢　昭　夫 情報機器事業本部長

常務執行役員 弦　間　憲　一 経営管理本部長

常務執行役員 山　内　雅　夫 計量・計測事業本部長

常務執行役員 林　　　勝　廣 特機担当、東京事務所長

常務執行役員 鈴　木　将　嗣 精密機器事業本部長

常務執行役員 細　井　正　敏 情報機器事業本部副本部長

執行役員 吉　田　純　一 技術統括室長

執行役員 成　瀬　安　彦 計量・計測事業事業本部副本部長

執行役員 高　橋　七　一 品質保証本部長

執行役員 濱　浦　和　男 RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.総経理
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社では、企業競争力強化と経営判断の迅速化を図ると同時に、株主をはじめとする全てのステークホル

ダーを重視し、経営の透明性を高める観点からは経営の監視機能の充実を図ることを重要課題としていま

す。執行役員制を執り、執行役員への権限委譲により、取締役会による経営判断の迅速化を図ってまいりま

した。又、平成15年４月１日からＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）本部(現、内部統制推進室)に

より、全社的に法令違反行為の防止強化を図っています。一方、監査役の取締役会及び執行役員会への参画

により、経営に対する監視機能の強化にも努めてまいりました。

　

１）執行役員制の導入

取締役会は経営課題の審議及び決定を行い、執行役員は業務執行を行い、その機能、責任を分離してい

ます。

２）ＣＳＲ推進部門の活動

１．「企業市民として責任ある行動」をより徹底するためコンプライアンス体制の強化を図っていま

す。

２．ＩＳＭＳ（情報セキュリティ管理システム）の運用・管理を行っています。

３）監査役の監査機能の強化と連携

定例の重要な会議に監査役が出席し、監査体制の強化を図りつつ経営と執行への助言等の意見表明を

行っています。

　

(2) 会社の機関及び内部統制システムの整備の状況

取締役は５名、執行役員は11名で構成し、夫々、取締役会及び執行役員会（略称ＣＯＭ：

Corporate Officers Meeting）を月一回定例で開催し、経営と執行の分離を図っております。

ＣＳＲ推進部門は、専任組織として企業社会責任と企業市民としての責任ある行動を実践するための教

育・啓蒙活動を実施しており、その主な内容は以下のとおりであります。

１．ＣＳＲ監査運用標準作成実施

２．ＣＳＲ憲章・行動規範に関する教育と啓蒙

３．ほっとラインの設置と運用

４．ＩＳＭＳの構築と認証取得

　

(3) リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理に対しては、「リスクの洗出し、評価、絞込み」から「未然防止策を策定、実施」し、「実

施状況の評価」を行い、「リスクの見直し」を行うという一連のサイクルを基本として各種標準を定めて

います。リスクマネジメントを総括的に主管する部署と個別のリスクに対応して未然防止を行う部署によ

り管理体制の整備を図っています。尚、万一クライシス（損失）が発生した場合においても、クライシスを

「自然災害・事故のクライシス」と「ビジネスプロセス上のクライシス」とに別け、それぞれに初期対応

に関する標準を整備し、損失の拡大を極小化する体制を整えてきております。これらのリスク管理が社内で

徹底されるよう、社員に対する標準の周知や個々のリスクに対応した社内セミナーの開催、マニュアルの配

布等による啓発活動を行っています。
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〈コーポレート・ガバナンスに対する体制〉
　

　

(4) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。

区分 人数（名）
報酬等の額
（百万円）

取　締　役 ４ 120

監　査　役 １ 14

計 ５ 134

(注)１　社外取締役及び社外監査役に支給した報酬はありません。
２　支給人数は延べ人数であり、期末日現在の人数とは相違しております。
３　報酬限度額
取締役 月額 20百万円以内 平成10年６月定時株主総会決議

監査役 月額 ４百万円以内 平成10年６月定時株主総会決議
　

　
(5) 監査報酬の内容

当事業年度における監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。

①公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 37百万円

②公認会計士法第２条第１項の業務以外に係る業務の報酬 １百万円

合計 39百万円
(注)　なお、公認会計士法第２条第１項の業務以外に係る業務の報酬は、財務報告に係る内部統制のアド

バイザリー業務に対するものであります。
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(6) 内部監査及び監査役監査の組織

当社は監査役制度を採用しており、監査役は３名でうち２名は社外監査役であります。監査機能強化と連

携につきましては監査室を設けて内部監査を定期的に行なうと共に、月一回行われる定例の取締役会及び

執行役員会に監査役が出席し、監査体制の強化を図りつつ経営と執行への助言を行っています。

　

(7) 社外監査役及び社外取締役と当社の関係

当社の社外監査役　瀬川大介及び山中行彦は㈱リコーに在籍しておりますが、同社は当社の親会社である

とともに、当社との間で継続的な営業取引を行っております。なお社外取締役は選任しておりません。

　

(8) 会計監査の状況

当社の会計監査につきましては、会社法及び金融商品取引法の規定に基づき、連結財務諸表及び財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。

業務を執行した公認会計士は岡野英生氏、足立純一氏、石井幹太氏であります。また、監査業務に係る補助

者は公認会計士２名、会計士補等４名、その他２名であります。当社と同監査法人または業務執行社員との

間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。

　

(9)　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

(10)　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、

累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

(11)　自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の決定に従い、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、機動的に自己の株式の取得を行うことを目的とするものでありま

す。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規

則に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸

表規則に基づいて作成している。

　　　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成している。

　

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あずさ監

査法人により監査を受けている。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,123 4,464

　２　受取手形及び売掛金 ※４ 12,991 12,288

　３　たな卸資産 7,580 6,552

　４　繰延税金資産 705 351

　５　預け金 2,992 7,426

　６　未収入金 ※２ 2,995 945

　７　その他 1,258 959

　　　貸倒引当金 △ 12 △ 4

　　　流動資産合計 31,63467.1 32,98369.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1)　建物及び構築物 2,855 2,677

　　(2)　機械装置及び運搬具 1,457 1,330

　　(3)　土地 4,466 4,466

　　(4)　その他 1,043 844

　　　有形固定資産合計 9,82320.8 9,31819.5

　２　無形固定資産 170 0.4 157 0.3

　３　投資その他の資産

　　(1)　投資有価証券 698 507

　　(2)　長期前払費用 475 535

　　(3)　繰延税金資産 4,111 4,139

　　(4)　その他 440 379

貸倒引当金 △ 204 △ 189

　　　投資その他の資産合計 5,52011.7 5,37211.2

　　　固定資産合計 15,51432.9 14,84831.0

　　　資産合計 47,149100.0 47,832100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 11,409 11,131

　２　未払金 ※３ 5,998 5,385

　３　未払法人税等 318 190

　４　未払消費税等 ― 5

　５　賞与引当金 1,006 938

　６　役員賞与引当金 15 26

　７　その他 964 1,299

　　　流動負債合計 19,71241.8 18,97639.7

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 4,533 4,375

　２　役員退職慰労引当金 38 ―

　３　その他 37 70

　　　固定負債合計 4,6099.8 4,4469.3

　　　負債合計 24,32251.6 23,42249.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,4567.3 3,4567.2

　２　資本剰余金 5,29411.2 5,29511.1

　３　利益剰余金 14,69631.2 16,66534.9

　４　自己株式 △ 926△ 1.9 △ 946△ 2.0

　　　株主資本合計 22,52047.8 24,47051.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価差額金 225 0.5 110 0.2

　２　繰延ヘッジ損益 22 0.0 △315△ 0.7

　３　為替換算調整勘定 △ 45△ 0.1 △ 17△ 0.0

　　　評価・換算差額等合計 202 0.4 △222△ 0.5

Ⅲ　少数株主持分 103 0.2 161 0.3

　　　純資産合計 22,82648.4 24,40951.0

　　　負債純資産合計 47,149100.0 47,832100.0
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② 【連結損益計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 78,233100.0 77,335100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 67,37086.1 65,93485.3

　　　売上総利益 10,86213.9 11,40114.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　荷造運賃及び販売諸掛 1,766 1,624

　２　広告宣伝費及び販売促進費 50 57

　３　給料手当及び役員報酬 4,455 3,768

　４　賞与引当金繰入額 538 374

　５　役員賞与引当金繰入額 15 26

　６　退職給付費用 433 384

　７　役員退職慰労引当金繰入額 14 3

　８　通信交通費 469 428

　９　賃借料 505 437

　10　減価償却費 102 80

　11　貸倒引当金繰入額 3 ―

　12　その他 ※１ 811 9,16811.7 671 7,85510.1

　　　営業利益 1,694 2.2 3,545 4.6

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 111 153

　２　為替差益 165 ―

　３　雑収益 100 377 0.4 88 241 0.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 2 1

　２　為替差損 ― 493

　３　売上割引 5 7

　４　雑損失 13 21 0.0 74 577 0.7

　　　経常利益 2,050 2.6 3,210 4.2

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 ― 17

　２　環境事業譲渡益 ― 56

　３　過年度損益修正益 ※２ 13 13 0.0 ― 74 0.1

Ⅶ　特別損失 ※３

　１　固定資産除却損 58 87

　２　拠点統廃合損失 ― 22

　３　子会社事業整理損失 19 12

　４　訴訟和解金等 ― 26

　５　投資有価証券評価損 ― 1

　６　製品不具合対策損失 860 ―

　７　海外子会社過年度税金 37 975 1.2 ― 149 0.2

　　　税金等調整前当期純利益 1,088 1.4 3,135 4.1

　　　法人税、住民税及び事業税 342 361

　　　法人税等調整額 101 443 0.6 633 994 1.3

　　　少数株主利益 24 0.0 59 0.1

　　　当期純利益 620 0.8 2,081 2.7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高
(百万円)

3,456 5,293 14,189 △ 902 22,035

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注） △ 112 △ 112

当期純利益 620 620

自己株式の取得 △ 24 △ 24

自己株式の処分 0 0 1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 507 △ 23 484

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,456 5,294 14,696 △ 926 22,520

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

235 ― △ 62 173 76 22,286

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注) △ 112

当期純利益 620

自己株式の取得 △ 24

自己株式の処分 1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△ 10 22 16 28 26 55

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 10 22 16 28 26 540

平成19年３月31日残高
(百万円)

225 22 △ 45 202 103 22,826

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高
(百万円)

3,456 5,294 14,696 △ 926 22,520

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △112 △112

当期純利益 2,081 2,081

自己株式の取得 △21 △21

自己株式の処分 1 1 2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 1 1,968 △20 1,949

平成20年３月31日残高
(百万円)

3,456 5,295 16,665 △946 24,470

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円)

225 22 △ 45 202 103 22,826

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △112

当期純利益 2,081

自己株式の取得 △21

自己株式の処分 2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△114 △338 27 △425 58 △366

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△114 △338 27 △425 58 1,582

平成20年３月31日残高
(百万円)

110 △315 △17 △222 161 24,409
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 1,088 3,135

　２　減価償却費 1,004 1,181

　３　貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △ 23

　４　退職給付引当金の増減額（△は減少） 83 △ 157

　５　賞与引当金の増減額（△は減少） 239 △ 68

　６　役員賞与引当金の増加額 15 11

　７　受取利息及び受取配当金 △ 111 △ 153

　８　支払利息 2 1

　９　製品不具合対策損失 860 ―

　10　海外子会社過年度税金 37 ―

　11　売上債権の増減額（△は増加） △ 2,447 658

　12　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 342 954

　13　その他流動資産の増減額（△は増加） △ 954 2,587

　14　仕入債務の減少額 △ 264 △ 873

　15　その他流動負債の増減額（△は減少） △ 805 262

　　　　小計 △ 1,594 7,514

　16　利息及び配当金の受取額 111 153

　17　利息の支払額 △ 2 △ 1

　18　海外過年度税金の支払額 △ 37 ―

　19　製品不具合対策損失の支払額 △ 935 △ 345

　20　法人税等の支払額 △ 179 △ 464

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 2,636 6,856

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △ 1,068 △ 787

　２　有形固定資産の売却による収入 0 1

　３　無形固定資産の取得による支出 △ 51 △ 58

　４　投資有価証券の取得による支出 △ 3 △ 3

　５　貸付金の回収による収入 3 7

　６　投資その他の資産の増減による収入
　　　及び支出

△ 91 △ 36

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,211 △ 876

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　配当金の支払額 △ 111 △ 112

　２　自己株式の取得による支出 △ 24 △ 21

　３　自己株式の売却による収入 1 2

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 134 △ 131

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 18 △ 75

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 3,964 5,773

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 10,081 6,116

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,116 11,890
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 子会社(６社)はすべて連結している。
子会社名
（国内）
・リコーエレメックスエーティー㈱
・レックスゼネラルサービス㈱
（海外）
・RICOH ELEMEX (HK) LTD.
・RICOH ELEME OFFICE MACHINE (HK) LTD.
・RICOH ELEMEX (SHENZHEN) CO.,LTD.
・DONGGUAN RICOH ELEME OFFICE 
MACHINE CO.,LTD.

同左

２　持分法の適用に関する事
項

該当する会社はない。 同左

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社のうち、海外子会社４社の決
算日は12月31日である。連結財務諸表の
作成にあたっては、海外子会社について
は同日現在の財務諸表を使用し、連結決
算日との間に生じた重要な取引について
は連結上必要な調整を行っている。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1)重要な資産の評価基準
及び評価方法
①有価証券

その他有価証券
時価のあるもの
連結決算期末日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

その他有価証券
時価のあるもの

同左

 
時価のないもの
移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②デリバティブ等 デリバティブ
時価法

デリバティブ

同左

③たな卸資産 海外子会社が低価法によるほか、主とし
て総平均法による原価法

同左
 

(2)重要な減価償却資産の
減価償却の方法

　 　

①有形固定資産 海外子会社が定額法によるほか、主とし
て定率法により償却している。
なお、平成10年４月１日以降取得した建
物(建物附属設備を除く)については定額
法によっている。
なお、耐用年数及び残存価額については
法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっている。
また、当社の一部の機械装置については、
合理的な見積による耐用年数を採用して
いる。

海外子会社が定額法によるほか、主とし
て定率法により償却している。
なお、平成10年４月１日以降取得した建
物(建物附属設備を除く)については定額
法によっている。
なお、耐用年数及び残存価額については
法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっている。
また、当社の一部の機械装置については、
合理的な見積による耐用年数を採用して
いる。
（会計処理の変更）
法人税法の改正（(所得税法等の一部を
改正する法律　平成19年３月30日　法律第
６号)及び(法人税法施行令の一部を改正
する政令　平成19年３月30日　政令第83
号)）に伴い、当社及び国内連結子会社
は、当連結会計年度から、平成19年４月１
日以降に取得したものについては、改正
後の法人税法に基づく方法に変更してい
る。
これに伴い、前連結会計年度と同一の方
法によった場合と比べ、売上総利益が49
百万円、営業利益、経常利益及び税金等調
整前当期純利益がそれぞれ52百万円減少
している。なお、セグメント情報に与える
影響については、当該箇所に記載してい
る。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（追加情報）
法人税法の改正に伴い、当社及び国内連結
子会社は、当連結会計年度から、平成19年
３月31日以前に取得したものについては、
償却可能限度額まで償却が終了した翌年
から５年間で均等償却する方法によって
いる。
当該変更に伴う損益に与える影響は、売上
総利益が70百万円、営業利益、経常利益及
び税金等調整前当期純利益がそれぞれ73
百万円減少している。なお、セグメント情
報に与える影響については、当該箇所に記
載している。

②無形固定資産 定額法を採用している。
なお、耐用年数については法人税法に規
定する方法と同一の基準によっている。
ただし、ソフトウェアの減価償却方法は、
自社利用ソフトウェアについては社内に
おける利用可能期間(５年)に基づく定額
法を、販売目的ソフトウェアについては
見込販売数量に基づく償却額と、残存見
込販売有効期間（３年）に基づく均等償
却とのいずれか大きい金額を計上してい
る。

同左

③長期前払費用 均等償却を採用している。
なお、償却期間については法人税法に規
定する方法と同一の基準によっている。

同左

(3)重要な引当金の計上基
準
①貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒

れによる損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個々の回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ている。また、海外子会社は主として特定
の債権について回収不能見込額を計上し
ている。

同左

②賞与引当金 従業員の賞与に充てるため、当連結会計
年度に負担すべき支給見込額を計上して
いる。

同左

③役員賞与引当金 役員の賞与に充てるため、当連結会計年
度に負担すべき支給見込額を計上してい
る。

同左

④退職給付引当金 従業員の退職給付の支払いに充てるた
め、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当
連結会計年度末において発生していると
認められる額を計上している。一部の子
会社は退職給付債務の算定にあたり簡便
法を採用している。
なお、会計基準変更時差異(4,173百万円)
については、15年による按分額を費用処
理している。
数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(12年)による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理している。

同左

⑤役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて内規に
基づく期末要支給額を計上している。

―――

（追加情報）
当社は、平成19年６月28日の定時株主総会
において退職慰労金制度廃止に伴う取締
役及び監査役に対する退職慰労金打切り
支給を決議している。
これにより、「役員退職慰労引当金」を全
額取崩し、打切り支給額の未払分を固定負
債の「その他」に含めて計上している。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4)重要な外貨建ての資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理している。なお、在外
子会社等の資産及び負債、収益及び費用
は決算日の直物為替相場により円貨に換
算し換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定及び少数株主持分に含めて
いる。

同左

(5)重要なリース取引の処

理方法

当社及び国内連結子会社は、リース物件
の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっており、海外子
会社については主として通常の売買取引
に準じた会計処理によっている。

同左

(6)重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によってい
る。
なお、振当処理の要件を満たしている為
替予約等については、振当処理を行って
いる。

①ヘッジ会計の方法
同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロコストオプ
ション）
（ヘッジ対象）

外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定
取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

同左

　　　
　

（ヘッジ対象）

同左

③ヘッジ方針
外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取
引の為替変動リスクを回避する目的で
為替予約、通貨スワップ及び通貨オプ
ション（ゼロコストオプション）を利
用することとし、ヘッジ手段である為替
予約、通貨スワップ及び通貨オプション
（ゼロコストオプション）は、ヘッジ対
象である外貨建金銭債務及び外貨建輸
入取引の範囲内で行うこととしている。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取
引の重要な条件と同一であり、ヘッジ開
始時及びその後も継続して相場変動を
完全に相殺するものであると想定でき
るため、ヘッジの有効性の判定を省略し
ている。

④ヘッジ有効性評価の方法
同左

(7)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ
ている。

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価方法によっている。

同左

６　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許現
金、随時引出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日か
ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっている。

同左
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会計処理の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12
月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業
会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用
指針第８号）を適用している。
これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は
22,701百万円である。
なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度
における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に
より作成している。

―――

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基

準第４号）を適用している。

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益が15百万円減少している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

している。

　

表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結損益計算書）
１　販売費及び一般管理費の「貸倒引当金繰入額」は

前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示していたが、当連結会計年度にお

いて多額となったため区分掲記することとした。

なお、前連結会計年度における「貸倒引当金繰入

額」は２百万円である。

２　前連結会計年度まで区分掲記していた販売費及び

一般管理費の「事業所税」については、当連結会計

年度において金額的重要性が乏しくなったため「そ

の他」に含めている。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「事業所税」は10百万円である。

３　前連結会計年度まで区分掲記していた営業外収益

の「関係会社業務支援料」については、当連結会計

年度において金額的重要性が乏しくなったため「雑

収益」に含めている。 

なお、当連結会計年度の「雑収益」に含まれている

「関係会社業務支援料」は24百万円である

４　「売上割引」は、営業外費用の総額の100分の10を

超えたため、区分掲記することとした。

なお、前連結会計年度は「雑損失」に４百万円含ま

れている。 

―――
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の取得価

額から控除した減価

償却累計額

建物及び構築物 4,544百万円

機械装置及び運搬具 6,824

その他 4,995

計 16,364

建物及び構築物 4,815百万円

機械装置及び運搬具 6,625

その他 4,848

計 16,290

※２　ファクタリング方式に

より譲渡した売上債

権の未収額

7百万円 135百万円

※３　ファクタリング方式に

より振替えた仕入債

務の未払額

5,123百万円 4,529百万円

※４　連結会計年度末日満期

手形の処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理し
ている。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休
日であったため、次の連結会計年度末日満
期手形が、当連結会計年度末残高に含まれ
ている。

受取手形 280百万円

―――

　

(連結損益計算書関係)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費 当期製品製造費用、販売費及び一般管理
費に含まれる研究開発費は次のとおりで
ある。

当期製品製造費用 61百万円

販売費及び一般管理費 127

計 189

当期製品製造費用、販売費及び一般管理
費に含まれる研究開発費は次のとおりで
ある。

当期製品製造費用 90百万円

販売費及び一般管理費 50

計 140

※２　過年度損益修正益 過年度に計上した「海外子会社過年度税
金」の戻り益である。

―――

※３　特別損失の内容

①　固定資産除却損の内容 建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 36

その他（工具器具備品） 18

計 58

建物及び構築物 19百万円

機械装置及び運搬具 36

その他（工具器具備品） 31

計 87

②　拠点統廃合損失
 

――― 開発拠点の一部の見直しを行い、それに
伴う移転費用等を特別損失に計上してい
る。

③　製品不具合対策損失 過年度に計上した計量器関連事業のガス
メータセンサー不具合に係る費用が対策
の進捗により当初試算を上回ることとな
り、その追加計上額を特別損失に計上し
ている。

―――

④　子会社事業整理損失 当連結会計年度において操業を停止した
海外子会社における事業整理に要した費
用を特別損失に計上している。

同左

⑤　海外子会社過年度税金 当連結会計年度において海外子会社が追
徴を受けた、過年度における税金を特別
損失に計上している。

―――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 24,744 ― ― 24,744

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,227 23 2 2,249

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　23千株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　 2千株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 112 5.00平成18年３月31日 平成18年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 112 5.00平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 24,744 ― ― 24,744

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,249 22 2 2,268

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　22千株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　 2千株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 112 5.00平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 224 10.00平成20年３月31日 平成20年６月27日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,123百万円

預け金 2,992

現金及び現金同等物 6,116

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,464百万円

預け金 7,426

現金及び現金同等物 11,890
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(リース取引関係)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借

主に移転すると認めら

れるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額

(イ)取得価額相当額

建物及び構築物 1,551百万円

機械装置及び
運搬具

1,677

工具器具及び
備品

501

その他 33

合計 3,764

①　リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額

(イ)取得価額相当額

建物及び構築物 1,551百万円

機械装置及び
運搬具

1,944

工具器具及び
備品

478

その他 33

合計 4,008

(ロ)減価償却累計額相当額

建物及び構築物 810百万円

機械装置及び
運搬具

360

工具器具及び
備品

238

その他 7

合計 1,416

(ロ)減価償却累計額相当額

建物及び構築物 913百万円

機械装置及び
運搬具

554

工具器具及び
備品

231

その他 14

合計 1,715

(ハ)期末残高相当額

建物及び構築物 741百万円

機械装置及び
運搬具

1,316

工具器具及び
備品

263

その他 26

合計 2,348

(ハ)期末残高相当額

建物及び構築物 637百万円

機械装置及び
運搬具

1,390

工具器具及び
備品

247

その他 18

合計 2,293

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 382百万円

１年超 2,100

合計 2,483

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 417百万円

１年超 2,020

合計 2,437

③　支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額

支払リース料 442百万円

減価償却費相当額 385

支払利息相当額 67

③　支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額

支払リース料 473百万円

減価償却費相当額 414

支払利息相当額 67

④　減価償却費相当額及び支払利息相当
額の算定方法

減価償却費相当額
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっている。

支払利息相当額
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については利
息法によっている。

④　減価償却費相当額及び支払利息相当
額の算定方法

減価償却費相当額
同左
 

支払利息相当額
同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度
（平成19年3月31日）

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 202 582 379

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 202 582 379

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 105 104 △1

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 105 104 △1

合計 307 686 378

（注）　前連結会計年度末において減損処理したものはない。

　

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券　(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はない。

　

３　時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額(百万円)

（１）その他有価証券

非上場株式 11

計 11

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年3月31日現在）

該当事項はない。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類

当連結会計年度
（平成20年3月31日）

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 180 373 192

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 180 373 192

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 129 122 △6

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 129 122 △6

合計 310 496 185

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会年度において減損処理を行い、投資有価証券

評価損を１百万円計上している。

　

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券　(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はない。

　

３　時価評価されていない有価証券

区分

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額(百万円)

（１）その他有価証券

非上場株式 11

計 11

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成20年3月31日現在）

該当事項はない。
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①取引の内容及び利用目的等
親会社は通常の営業過程における輸入取引の為替相
場の変動によるリスクを軽減するため、為替予約取引
等を行っている。
(1)ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロコストオプション）

（ヘッジ対象）

外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取引

①取引の内容及び利用目的等
同左

 
(1)ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

同左

（ヘッジ対象）

同左

(2)ヘッジ方針
外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取引の為替変動
リスクを回避する目的で為替予約、通貨スワップ及び
通貨オプション（ゼロコストオプション）を利用す
ることとし、ヘッジ手段である為替予約、通貨スワッ
プ及び通貨オプション（ゼロコストオプション）は、
ヘッジ対象である外貨建金銭債務及び外貨建輸入取
引の範囲内で行うこととしている。

(2)ヘッジ方針
同左

(3)ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取引の重要な条
件と同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して
相場変動を完全に相殺するものであると想定できる
ため、ヘッジの有効性の判定を省略している。

(3)ヘッジの有効性評価の方法
同左

②取引に対する取組方針
デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回
避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ
る。

②取引に対する取組方針
同左

③取引に係るリスクの内容
為替予約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション
取引（ゼロコストオプション取引）は為替相場の変
動によるリスクを有している。なお、取引相手先は高
格付を有する金融機関に限定しているため、信用リス
クはほとんどないと認識している。

③取引に係るリスクの内容
同左

④取引に係るリスク管理体制
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限
及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い資金担
当者が決裁担当者の承認を得て行っている。

④取引に係るリスク管理体制
同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年3月31日現在）

為替予約取引を行っているが、当連結会計年度末において為替予約残高はなく、また、通貨スワップ

取引及び通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）を行っているがヘッジ会計を適用して

おり注記の対象から除いているので、該当事項はない。

　

当連結会計年度（平成20年3月31日現在）

為替予約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）を行って

いるがヘッジ会計を適用しており注記の対象から除いているので、該当事項はない。

　

次へ

EDINET提出書類

リコーエレメックス株式会社(E02284)

有価証券報告書

44/86



(退職給付関係)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している給付制度の

概要

当社の退職給付制度は、勤続期間が１年

以上の従業員が退職する場合、社内規定

に基づき退職時までの職能ポイントや

勤続ポイントを基礎として算定された

退職金を支払うことになっている。

この退職金の支払に充てるため、必要資

金の内部留保の他に、変動金利型年金制

度（キャッシュバランス・プラン）を

採用し、その資金を外部拠出している。

同左

２　退職給付債務等の内容

(1)退職給付債務及びその

内訳

①退職給付債務 △9,298百万円

②年金資産 2,722

③未認識数理計算
上の差異

△85

④会計基準変更時
差異の未処理額

2,128

⑤退職給付引当金 △4,533

①退職給付債務 △8,790百万円

②年金資産 2,420

③未認識数理計算
上の差異

131

④会計基準変更時
差異の未処理額

1,862

⑤退職給付引当金 △4,375

(2)退職給付費用の内訳 ①勤務費用 438百万円

②利息費用 202

③期待運用収益
(年金資産)

△38

④数理計算上の差異の
費用処理額

7

⑤会計基準変更時差異
の費用処理額

266

⑥退職給付費用 876

①勤務費用 436百万円

②利息費用 187

③期待運用収益
(年金資産)

△40

④数理計算上の差異の
費用処理額

7

⑤会計基準変更時差異
の費用処理額

266

⑥退職給付費用 856

(3)退職給付債務等の計算

基礎

①割引率 2.2％

②期待運用収益率
（年金資産）

1.5％

③退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準

④数理計算上の差異の
処理年数

12年

⑤会計基準変更時差異
の処理年数

15年

①割引率 2.2％

②期待運用収益率
（年金資産）

1.5％

③退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準

④数理計算上の差異の
処理年数

12年

⑤会計基準変更時差異
の処理年数

15年

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はない。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はない。
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(税効果会計関係)

項目
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税
金負債の発生の主な原
因別の内訳

１　流動資産

繰延税金資産

たな卸資産評価損 52百万円

賞与引当金損金算入
限度超過額

407

未払費用 56

製品不具合対策損失 342

未払事業税 12

その他 46

繰延税金資産合計 918

繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △15

その他 △198

繰延税金資産の純額 705

１　流動資産

繰延税金資産

たな卸資産評価損 9百万円

賞与引当金損金算入
限度超過額

380

未払費用 57

製品不具合対策損失 125

未払事業税 28

繰延ヘッジ損益 213

その他 32

繰延税金資産合計 848

繰延税金負債

在外子会社の未配分
利益

△497

繰延税金資産の純額 351

２　固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,830百万円

役員退職慰労引当金
損金算入限度超過額

15

減価償却費損金算入
限度超過額

26

投資有価証券評価損 123

貸倒引当金損金算入
限度超過額

40

繰越欠損金 3,055

その他 90

繰延税金資産小計 5,182

評価性引当額 △918

繰延税金資産合計 4,263

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△152

繰延税金資産の純額 4,111

２　固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,766百万円

減価償却費損金算入
限度超過額

22

投資有価証券評価損 123

貸倒引当金損金算入
限度超過額

32

繰越欠損金 2,366

その他 97

繰延税金資産小計 4,409

評価性引当額 △195

繰延税金資産合計 4,214

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△74

繰延税金資産の純額 4,139

２　法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の

負担率との差異原因

法定実効税率と税効果会計適用後の法
人税等の負担率との間の差異が法定実
効税率の百分の五以下であるため注記
を省略している。

法定実効税率 40.4％

 (調整)

在外子会社の税率差異 △12.2　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

12.5　　

受取配当金等永久に益金
に算入されない項目

△0.2

住民税均等割等 1.6

受取配当金消去による
影響額

2.3

在外子会社からの未配分
利益

9.5

評価性引当額の増減 △21.7

その他 △0.5

税効果会計適用後の法人
税等の負担率

31.7％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

情報・環境
関連事業
(百万円)

精密機器
関連事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 53,586 24,618 28 78,233 ― 78,233

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ―     (―) ―

計 53,586 24,618 28 78,233    (―) 78,233

営業費用 48,713 26,578 30 75,322 1,216 76,538

営業利益又は
営業損失（△）

4,873△ 1,959 △ 2 2,911 (1,216)1,694

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本
的支出

資産 15,953 22,720 ― 38,674 8,475 47,149

減価償却費 334 635 ― 970 34 1,004

資本的支出 667 542 ― 1,210 0 1,211

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

情報・環境
関連事業
(百万円)

精密機器
関連事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 52,822 24,489 23 77,335 ― 77,335

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ―     (―) ―

計 52,822 24,489 23 77,335    (―) 77,335

営業費用 46,811 25,693 28 72,533 1,256 73,789

営業利益又は
営業損失（△）

6,010 △1,203 △4 4,802 (1,256)3,545

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本
的支出

資産 13,348 20,636 ― 33,984 13,84747,832

減価償却費 448 702 ― 1,150 30 1,181

資本的支出 219 544 ― 763 18 781

(注)１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業区分の主要製品

(1)情報・環境関連事業…複写機関連、情報機器関連、健康・環境機器関連他

(2)精密機器関連事業……計量器関連、特機関連、時計関連、精密加工部品及び産業用設備関連他

(3)その他事業……………保険代理業

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部

門に係る費用である。

前連結会計年度　　　1,216百万円

当連結会計年度　　　1,256百万円

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金・預金及び預

け金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

前連結会計年度　　  8,475百万円

当連結会計年度　　 13,847百万円
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５　会計処理の変更

（前連結会計年度）

会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　

平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用している。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「消去または全社」の営業費用が15百万円増加し、営業利益

が同額減少している。

　　（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４.(2) ①(会計処理の変更）に記載のとおり、法人税

法の改正に伴い、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産の減価償却方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。

これにより、従来の方法によった場合と比べて、当連結会計年度の営業費用は「情報・環境関連事業」が５百

万円、「精密機器関連事業」が45百万円、「消去又は全社」が０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少し

ている。

６　追加情報

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４.(2) ①(追加情報）に記載のとおり、法人税法の改

正に伴い、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっている。

これにより、従来の方法によった場合と比べて、当連結会計年度の営業費用は「情報・環境関連事業」が23百

万円、「精密機器関連事業」が48百万円、「消去又は全社」が０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少し

ている。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

日本
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 72,838 5,395 78,233 ― 78,233

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,530 22,679 25,210(25,210) ―

計 75,368 28,074103,443(25,210)78,233

営業費用 72,931 27,678100,609(24,070)76,538

営業利益 2,437 396 2,833 (1,139)1,694

Ⅱ　資産 38,186 7,491 45,678 1,470 47,149

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

日本
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 70,605 6,729 77,335 ― 77,335

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,191 26,945 28,136(28,136) ―

計 71,796 33,674105,471(28,136)77,335

営業費用 68,231 32,478100,709(26,919)73,789

営業利益 3,565 1,196 4,762 (1,216)3,545

Ⅱ　資産 32,125 5,869 37,994 9,837 47,832
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(注)１　国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部

門に係る費用である。

前連結会計年度　　　1,216百万円

当連結会計年度　　　1,256百万円

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金・預金及び預

け金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

前連結会計年度　　  8,475百万円

当連結会計年度　　 13,847百万円

４　会計処理の変更

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４.(2) ①(会計処理の変更）に記載のとおり、法人税

法の改正に伴い、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産の減価償却方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。

これにより、従来の方法によった場合と比べて、「日本」における当連結会計年度の営業費用は52百万円増加

し、営業利益が同額減少している。

５　追加情報

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４.(2) ①(追加情報）に記載のとおり、法人税法の改

正に伴い、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっている。

これにより、従来の方法によった場合と比べて、「日本」における当連結会計年度の営業費用は73百万円増加

し、営業利益が同額減少している。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。
　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社
株式会社

リコー

東京都

大田区
135,364

事務用機器

等の製造販

売

(被所有)

直接　56.6

間接　 0.2

兼任

１名

事務用機

器等の販

売先

事務用機器

等の販売
48,123売掛金 4,790

部品の購入

等
3,511買掛金 213

事務用機器

等製造用金

型・治具等

の調達代行

等

2,697立替金他 686

(注)１　議決権等の間接所有割合は株式会社リコーの子会社であるリコーテクノシステムズ株式会社他18社の所有に

よるものである。

２　上表の期末残高には消費税等が含まれている。

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
１　事務用機器等の販売価格は、当社の原価に基づいて算定した価格をもとに交渉のうえ決定している。
２　部品の購入価格は、提示された価格をもとに市場価格を勘案し交渉のうえ決定している。
　

２　兄弟会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社

の子会

社

リコーリー

ス株式会社

東京都

中央区
7,896リース業

直接　　―

間接　　―

兼任

1名

ファクタ

リング方

式による

売上債権

及び仕入

債務の譲

渡等

支払リース料 443

未経過リース料

残高相当額
1,889

支払利息相当額 58

売上債権の譲渡

等
320未収入金 7

仕入債務の譲渡

等
17,354未払金 5,123

グループ内

預金
65,274預け金 2,992

東北リコー

株式会社

宮城県

柴田郡

柴田町

2,272
事務機器

製造

直接　　―

間接　　―

兼任

―名

事務用機

器等の購

入販売先

事務用機器等の

販売
1,194売掛金 565

部品の購入等 1,269買掛金 494

リコーマイ

クロエレク

トロニクス

株式会社

鳥取県

鳥取市
100

事務機器

部品製造

直接　 0.01

間接　　―

兼任

―名

部品の購

入及び材

料の有償

支給先

部品の購入、有償

支給等
3,259未収金 246

買掛金 659

リコーロジ

スティクス

株式会社

東京都

品川区
448

物流及び

船積通関

業務

直接　 0.01

間接　　―

兼任

1名

製品、部品

の物流及

び通関業

務委託先

運搬費等 1,668買掛金 795

未払費用 152

(注)　上表の期末残高には消費税等が含まれている。

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定している。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社
株式会社

リコー

東京都

大田区
135,364

事務用機器

等の製造販

売

(被所有)

直接　56.5

間接　 0.2

兼任

１名

事務用機

器等の販

売先

事務用機器

等の販売他
45,714売掛金 4,434

部品の購入

等
3,011買掛金 235

事務用機器

等製造用金

型・治具等

の調達代行

等

1,487立替金他 535

(注)１　議決権等の間接所有割合は株式会社リコーの子会社であるリコーテクノシステムズ株式会社他18社の所有に

よるものである。

２　上表の期末残高には消費税等が含まれている。

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
１　事務用機器等の販売価格は、当社の原価に基づいて算定した価格をもとに交渉のうえ決定している。
２　部品の購入価格は、提示された価格をもとに市場価格を勘案し交渉のうえ決定している。
　

２　兄弟会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社

の子会

社

リコーリー

ス株式会社

東京都

中央区
7,896リース業

直接　　―

間接　　―

兼任

2名

ファクタ

リング方

式による

売上債権

及び仕入

債務の譲

渡等

支払リース料 443

未経過リース料

残高相当額
1,767

支払利息相当額 52

仕入債務の譲渡

等
14,816未払金 4,529

グループ内預金 69,973預け金他 7,436

受取利息 16

東北リコー

株式会社

宮城県

柴田郡

柴田町

2,272
事務機器

製造

直接　　―

間接　　―

兼任

―名

事務用機

器等の購

入販売先

事務用機器等の

販売
1,047売掛金 503

部品の購入等 898買掛金他 297

リコー計器

株式会社

佐賀県

佐賀市
75

事務機器

部品製造

直接　  ―

間接　　―

兼任

―名

部品の購

入及び材

料の有償

支給先

部品の購入、有償

支給等
2,154未収金 247

買掛金他 472

リコーロジ

スティクス

株式会社

東京都

品川区
448

物流及び

船積通関

業務

直接　 0.01

間接　　―

兼任

1名

製品、部品

の物流及

び通関業

務委託先

運搬費等 1,421買掛金 582

未払費用 145

(注)　上表の期末残高には消費税等が含まれている。

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定している。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はない。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はない。

　

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,010円16銭 1,078円84銭

１株当たり当期純利益 27円56銭 92円56銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益

当連結会計年度の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益については、潜在株式

がないため記載していない。

同左

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 22,826 24,409

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 103 161

（うち少数株主持分） (103) (161)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 22,723 24,247

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数
（千株）

22,494 22,475

　

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 620 2,081

普通株式に係る当期純利益（百万円） 620 2,081

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,503 22,483
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成　18年４月１日
至　平成　19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(株式交換契約の締結）

―――― 　当社と親会社である株式会社リコー（以下、「リコー」

という。）は、平成20年５月15日開催の両社の取締役会に

おいて、平成20年８月１日をもって、当社が完全子会社と

なる株式交換契約の締結を決議し、同日締結した。

　また、平成20年６月26日開催の定時株主総会において株

式交換契約が承認された。

(1)株式交換の目的

　リコーグループはグループ長期ビジョンとして「21世

紀の勝利者～グローバルブランドの確立～」を掲げ、リ

コーバリューに基づいた革新的な商品・サービスを提

供し続けることで、顧客とのゆるぎない信頼を獲得し、

成長と発展を継続する企業となることを目指している。

このビジョン達成には、「世界品質の商品・サービス」

の開発・提供が必要不可欠であるとの認識から、「世界

一のもの作り」を目指した技術力の強化を図っている。

　当社はリコーグループの中核企業の一社として、グ

ループ戦略の展開を積極的に実施する一方、上場企業と

して株主の期待に応えるよう経営努力を積み重ねてき

た。しかし、リコーグループの主力事業であるオフィス

ソリューション事業を取り巻く競争環境は、カラー化の

進展、ソリューションビジネスの拡大に伴い、ますます

厳しくなっている。また事業領域の拡大を目指し、ハイ

エンド・ローエンドプリンティング分野への積極的な

投資を行う一方、いっそうの高効率経営が望まれてい

る。

　そういった事業環境の下、リコー及び当社のさらなる

成長・発展のためには、統合的な戦略の下で両社の開発

・設計・生産機能を見直すことにより、さらに競争力を

強化することが必要であるとの両社の考えが一致し、こ

の度当社をリコーの完全子会社とする株式交換契約の

締結に至った。

(2)株式交換の内容

　リコーが株式交換完全親会社となり、当社が同社の株

式交換完全子会社となる株式交換である。

(3)株式交換の日

　平成20年８月１日

(4)株式交換の方法

　当社の株主が保有する当社の普通株式をリコーに移転

させ、当社の株主に対してリコーの保有する自己株式を

割当交付する。これにより、当社はリコーの完全子会社

となる。

　当社の普通株式１株に対して、リコーの普通株式0.500

株を割当交付する。ただし、リコーが保有する当社の普

通株式12,545,826株については、本株式交換による株式

の交付は行わない。
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　 前連結会計年度
(自　平成　18年４月１日
至　平成　19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(5)リコーの概要

　代表者　　近藤　史朗

　資本金　　135,364百万円

　住所　　　東京都大田区中馬込一丁目３番６号

　①主な事業の内容

　事務機器、光学機器・その他デバイス製品等の開　

発・生産・販売・サービス

　②売上高及び当期純利益

（平成20年３月期）

売上高 1,036,228百万円

当期純利益 　54,669百万円

　③資産、負債、純資産の状況

（平成20年３月期）

資産合計 1,067,876百万円

負債合計 306,660百万円

純資産合計 761,216　百万円

（自己株式の消却）

　当社は平成20年５月15日開催の取締役会において、会社

法第178条の規定に基づき、自己株式の消却について決議

した。

　なお、この自己株式の消去は、平成20年６月26日開催の

当社定時株主総会で、上記株式交換契約についての承認

を得ることを条件として実施するものとしていたが、同

株主総会において承認を得たことにより実施することが

確定した。

①消却する株式の種類 当社普通株式

②消却する株式の数 2,269,119株

③消却の予定日 平成20年７月１日
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はない。

　

【借入金等明細表】

該当事項はない。

　

(2) 【その他】

１　連結会計年度終了後の状況

特記する事項はない。

　

２　重要な訴訟事件等

水道メータの受注をめぐる独占禁止法違反に関連し、損害賠償請求の公訴を提起されている。

なお、当該訴訟は神奈川県、横浜市、川崎市との間のものであったが、神奈川県及び横浜市については当

連結会計年度中に和解金の支払が完了し解決済みである。川崎市については、和解案につき平成20年6

月に川崎市議会により承認がなされ、平成20年7月に当社が5百万円の解決金を支払うことにより和解

が成立する予定である。これにより、水道メータの訴訟については全件終了となる見通しである。
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２【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 821 1,462

　２　受取手形 ※５ 2,090 1,632

　３　売掛金 ※２ 10,568 9,421

　４　商品 114 39

　５　製品 2,198 2,181

　６　原材料 62 62

　７　仕掛品 2,597 2,144

　８　貯蔵品 172 46

　９　前払費用 82 72

　10　繰延税金資産 820 754

　11　預け金 2,992 7,426

　12　未収入金 ※2,3 5,534 2,163

　13　未収消費税 132 16

　14　立替金 ※２ 999 801

　15　その他 100 34

　　　貸倒引当金 △ 15 △ 2

　　　　流動資産合計 29,27266.0 28,25966.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1)　建物 2,060 1,932

　　(2)　構築物 355 314

　　(3)　機械及び装置 1,307 1,201

　　(4)　車両及び運搬具 2 3

　　(5)　工具、器具及び備品 642 450

　　(6)　土地 4,466 4,466

　　(7)　建設仮勘定 ― 7

　　　有形固定資産合計 8,83419.9 8,37519.6

　２　無形固定資産

　　(1)　ソフトウェア 81 74

　　(2)　電話加入権等 32 32

　　　無形固定資産合計 114 0.3 106 0.2

　３　投資その他の資産

　　(1)　投資有価証券 698 507

　　(2)　関係会社株式 153 153

　　(3)　長期貸付金 25 17

　　(4)　関係会社長期貸付金 560 475

　　(5)　破産更生債権等 189 173

　　(6)　長期前払費用 434 492

　　(7)　繰延税金資産 4,099 4,131

　　(8)　その他 188 144

　　　　 貸倒引当金 △ 202 △ 187

　　　投資その他の資産合計 6,14713.8 5,90913.9

　　　　固定資産合計 15,09534.0 14,39133.7

　　　　　資産合計 44,368100.0 42,651100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 3,025 2,396

　２　買掛金 ※２ 7,104 5,865

　３　未払金 ※４ 5,635 5,074

　４　未払費用 668 669

　５　未払法人税等 85 89

　６　前受金 155 34

　７　預り金 97 51

　８　賞与引当金 892 809

　９　役員賞与引当金 15 26

　10　設備支払手形 55 12

　11　為替予約等 ― 529

　　　　流動負債合計 17,73540.0 15,55736.5

Ⅱ　固定負債

　１　長期未払金 37 70

　２　退職給付引当金 4,531 4,372

　３　役員退職慰労引当金 38 ―

　　　　固定負債合計 4,60810.4 4,44310.4

　　　　　負債合計 22,34350.4 20,00046.9

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,4567.8 3,4568.1

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 5,291 5,291

　　(2) その他資本剰余金 3 4

　　　　資本剰余金合計 5,29411.9 5,29512.4

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 376 376

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 13,120 13,120

　　　　繰越利益剰余金 456 1,554

　　　　利益剰余金合計 13,95231.5 15,05135.3

　４　自己株式 △926△2.1 △ 946△ 2.2

　　　株主資本合計 21,77649.1 22,85653.6

Ⅱ　評価・換算差額等
　１　その他有価証券評価
　　　差額金

225 0.5 110 0.2

　２　繰延ヘッジ損益 22 0.0 △ 315△ 0.7

　　　評価・換算差額等合計 248 0.5 △ 204△ 0.5

　　　純資産合計 22,02549.6 22,65153.1

　　　負債純資産合計 44,368100.0 42,651100.0
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② 【損益計算書】

前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　商品売上高 ※１ 4,235 2,635

　２　製品売上高 ※１ 70,77075,005100.067,54370,178100.0

Ⅱ　売上原価

　１　商品期首たな卸高 407 114

　２　製品期首たな卸高 2,550 2,198

　３　当期商品仕入高 4,022 2,553

　４　当期製品製造原価 ※1,2 62,613 59,107

　５　販売店への支払手数料 131 121

　６　附属品費・その他 404 463

　　　　合計 70,129 64,557

　７　他勘定振替高 ※３ 1,933 1,160

　８　商品期末たな卸高 114 39

　９　製品期末たな卸高 2,19865,88287.8 2,18161,17487.2

　　　　 売上総利益 9,12212.2 9,00312.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　荷造運賃及び販売諸掛 1,649 1,374

　２　広告宣伝費及び販売促進費 44 46

　３　給料手当及び役員報酬 3,918 3,355

　４　賞与引当金繰入額 466 359

　５　役員賞与引当金繰入額 15 26

　６　退職給付費用 430 380

　７　役員退職慰労引当金繰入額 14 3

　８　通信交通費 433 383

　９　賃借料 490 421

　10　減価償却費 97 75

　11　貸倒引当金繰入額 1 ─

　12　その他 ※２ 726 8,28911.1 583 7,00810.0

　　　　 営業利益 833 1.1 1,9942.8

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 38 50

　２　受取配当金 ※１ 170 212

　３　家賃収入 ※１ 70 42

　４　為替差益 81 ─

　５　雑収益 70 431 0.5 47 352 0.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 2 1

　２　売上割引 5 7

　３　為替差損 ─ 576

　４　雑損失 12 21 0.0 63 648 0.9

　　　　 経常利益 1,2431.6 1,6982.4
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　のれん売却益 ※１ 150 ─

　２　貸倒引当金戻入益 ― 21

　３　環境事業譲渡益 ─ 150 0.2 56 78 0.1

Ⅶ　特別損失 ※４

　１　固定資産除却損 56 85

　２　製品不具合対策損失 860 ─

　３　投資有価証券評価損 ― 1

　４　拠点統廃合損失 ― 22

　５　訴訟和解金等 ― 916 1.2 26 135 0.2

　　　税引前当期純利益 477 0.6 1,6412.3

　　　法人税、住民税及び事業税 53 89

　　　法人税等調整額 55 108 0.1 341 430 0.6

　　　　 当期純利益 369 0.5 1,2101.7
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製造原価明細書

前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 47,296 74.8 44,442 74.1

Ⅱ　労務費 ※１ 5,999 9.5 6,489 10.8

Ⅲ　経費 ※２ 9,940 15.7 9,046 15.1

当期総製造費用 63,236100.0 59,977100.0

期首仕掛品・半製品たな卸高 3,000 2,597

合計 66,237 62,575

期末仕掛品・半製品たな卸高 2,597 2,144

他勘定振替高 ※３ 1,027 1,323

当期製品製造原価 62,613 59,107

　(注)　　　　(前事業年度) (注)　　　　(当事業年度)

原価計算は標準原価に基づく製品別総合原価計算法を

採用しており、原価差額については調整計算を行ってい

る。

原価計算は標準原価に基づく製品別総合原価計算法を

採用しており、原価差額については調整計算を行ってい

る。

※１　労務費に算入した引当金繰入額

賞与引当金繰入額 425百万円

退職給付費用 294

※１　労務費に算入した引当金繰入額

賞与引当金繰入額 449百万円

退職給付費用 269

※２　経費の内訳

外注加工費 5,990百万円

減価償却費 772

その他 3,177

計 9,940

※２　経費の内訳

外注加工費 5,247百万円

減価償却費 907

その他 2,891

計 9,046

※３　他勘定振替高の内訳

作業屑売却代控除額 76百万円

部品の有償支給控除額 785

その他 165

計 1,027

※３　他勘定振替高の内訳

作業屑売却代控除額 47百万円

部品の有償支給控除額 970

その他 305

計 1,323

なお、部品有償支給控除額のうち材料費の構成比率はお

おむね99％である。

なお、部品有償支給控除額のうち材料費の構成比率はお

おむね99％である。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,456 5,291 2 5,293

事業年度中の変動額

　剰余金の配当（注）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　別途積立金の取崩

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 3,456 5,291 3 5,294

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 376 13,920 △600 13,696 △902 21,543

事業年度中の変動額

　剰余金の配当（注） △112 △112 △112

　当期純利益 369 369 369

　自己株式の取得 △24 △24

　自己株式の処分 0 1

　別途積立金の取崩 △800 800 ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ △800 1,056 256 △23 233

平成19年３月31日残高(百万円) 376 13,120 456 13,952 △926 21,776

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 235 － 235 21,779

事業年度中の変動額

　剰余金の配当（注） △112

　当期純利益 369

　自己株式の取得 △24

　自己株式の処分 1

　別途積立金の取崩 ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△10 22 12 12

事業年度中の変動額合計(百万円) △10 22 12 246

平成19年３月31日残高(百万円) 225 22 248 22,025

　(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,456 5,291 3 5,294

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 1 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 1 1

平成20年３月31日残高(百万円) 3456 5291 4 5295

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 376 13,120 456 13,952 △926 21,776

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △112 △112 △112

　当期純利益 1,210 1,210 1,210

　自己株式の取得 △21 △21

　自己株式の処分 1 2

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) 1,098 1,098 △20 1,079

平成20年３月31日残高(百万円) 376 13,120 1,554 15,051 △946 22,856

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 225 22 248 22,025

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △112

　当期純利益 1,210

　自己株式の取得 △21

　自己株式の処分 2

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△114 △338 △453 △453

事業年度中の変動額合計(百万円) △114 △338 △453 625

平成20年３月31日残高(百万円) 110 △315 △204 22,651
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

(1)その他有価証券
時価のあるもの

同左

時価のないもの
移動平均法による原価法

(2)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

時価のないもの
同左

(2)子会社株式及び関連会社株式

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

総平均法による原価法 同左

４　固定資産の減価償却の方
法

①　有形固定資産 定率法(但し、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備を除く)につ
いては定額法)を採用している。
なお、耐用年数及び残存価額については
法人税法に規定する方法と同一の基準
によっている。
ただし、一部の機械装置については合理
的な見積による耐用年数を採用してい
る。

定率法(但し、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備を除く)につ
いては定額法)を採用している。 
なお、耐用年数及び残存価額については
法人税法に規定する方法と同一の基準
によっている。 
ただし、一部の機械装置については合理
的な見積による耐用年数を採用してい
る。
（会計処理の変更）
法人税法の改正((所得税法等の一部を
改正する法律　平成19年３月30日　法律
第６号)及び(法人税法施行令の一部を
改正する政令　平成19年３月30日　政令
第83号))に伴い、当事業年度から、平成
19年４月1日以降に取得したものについ
ては、改正後の法人税法に基づく方法に
変更している。
これに伴い、前事業年度と同一の方法に
よった場合と比べ、売上総利益が47百万
円、営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益がそれぞれ50百万円減少してい
る。
（追加情報）
法人税法の改正に伴い、当事業年度か
ら、平成19年３月31日以前に取得したも
のについては、償却可能限度額まで償却
が終了した翌年から５年間で均等償却
する方法によっている。
当該変更に伴う損益に与える影響は、売
上総利益が70百万円、営業利益、経常利
益及び税引前当期純利益がそれぞれ73
百万円減少している。

②　無形固定資産 定額法を採用している。
なお、耐用年数については法人税法に規
定する方法と同一の基準によっている。
ただし、ソフトウェアの減価償却方法は
自社利用ソフトウェアについては社内に
おける利用可能期間(５年)に基づく定額
法を、販売目的ソフトウェアについては
見込販売数量に基づく償却額と残存見込
販売有効期間(３年)に基づく均等償却と
のいずれか大きい金額を計上している。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

③　長期前払費用 均等償却を採用している。
なお、償却期間については法人税法に規
定する方法と同一の基準によっている。

同左

５　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については
個々に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上している。

同左

②　賞与引当金 従業員の賞与に充てるため、当事業年度
に負担すべき支給見込額を計上してい
る。

同左

③　役員賞与引当金 役員の賞与に充てるため、当事業年度に
負担すべき支給見込額を計上している。

同左

④　退職給付引当金 従業員の退職給付の支払いに充てるた
め、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業
年度末において発生していると認められ
る額を計上している。
なお、会計基準変更時差異(3,990百万円)
については、15年による按分額を費用処
理している。
数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(12年)による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理
している。

同左

⑤　役員退職慰労引当金 役員の退任により支払う退職慰労金に充
てるため、次の方法により計上している。

　　　　　　―――――

（追加情報）
当社は、平成19年６月28日の定時株主総
会において退職慰労金制度廃止に伴う取
締役及び監査役に対する退職慰労金打切
り支給を決議している。
これにより、「役員退職慰労引当金」を
全額取崩し、打切り支給額の未払分を固
定負債の「その他」に含めて計上してい
る。

残高基準　内規に基づく期末要支給額の
100％を設定している。

繰入方法　上記、残高基準に基づく設定額
の増差額を毎期繰入れるもの
とする。

取崩方法　退任者の前事業年度末要支給
額を取崩すものとする。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
いる。

同左

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によってい
る。
なお、振当処理の要件を満たしている為
替予約等については、振当処理を行って
いる。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロコストオプ
ション）
（ヘッジ対象）

外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定
取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

同左

　
　
（ヘッジ対象）

同左
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③ヘッジ方針
外貨建金銭債務及び外貨建輸入予定取
引の為替変動リスクを回避する目的で
為替予約、通貨スワップ及び通貨オプ
ション（ゼロコストオプション）を利
用することとし、ヘッジ手段である為替
予約、通貨スワップ及び通貨オプション
（ゼロコストオプション）は、ヘッジ対
象である外貨建金銭債務及び外貨建輸
入取引の範囲内で行うこととしている。

③ヘッジ方針
同左

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取
引の重要な条件と同一であり、ヘッジ開
始時及びその後も継続して相場変動を
完全に相殺するものであると想定でき
るため、ヘッジの有効性の判定を省略し
ている。

④ヘッジ有効性評価の方法
同左

８　その他財務諸表作成のた
めの重要な事項

①　消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ている。

同左

　

　　
会計処理の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。

これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は

22,002百万円である。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。

（役員賞与に関する会計基準）

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準４

号）を適用している。

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が、15百万円減少している。

―――――
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　 表示方法の変更
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（損益計算書）

１　前事業年度まで区分掲記していた販売費及び一般

管理費の「事業所税」については、当事業年度にお

いて金額的重要性が乏しくなったため「その他」に

含めている。

なお、当事業年度の「その他」に含まれている「事

業所税」は10百万円である。

２　前事業年度まで区分掲記していた営業外収益の

「関係会社業務支援料」については、当事業年度に

おいて金額的重要性が乏しくなったため「雑収益」

に含めている。

なお、当事業年度の「雑収益」に含まれている「関

係会社業務支援料」は24百万円である。

―――――

　
　

注記事項

(貸借対照表関係)

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の取得価額

から控除した減価償却累

計額

建物 3,840百万円

構築物 600

機械及び装置 5,377

車両及び運搬具 38

工具、器具及び備品 4,696

計 14,553

建物 4,013百万円

構築物 647

機械及び装置 5,147

車両及び運搬具 38

工具、器具及び備品 4,440

計 14,287

※２　関係会社に対する主な

資産及び負債

区分掲記されたもの以外で

各科目に含まれている主な

科目及びその金額は次のと

おりである。

売掛金 5,498百万円

未収入金 4,820

立替金 756

買掛金 1,871

売掛金 4,621百万円

未収入金 1,365

立替金 508

買掛金 1,625

※３　ファクタリング方式によ

り譲渡した売上債権の

未収額
7百万円 36百万円

※４　ファクタリング方式によ

り振替えた仕入債務の

未払額
5,123百万円 4,529百万円

※５　事業年度末日満期手形の

処理

事業年度末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日を持って決済処理し

ている。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日

であったため、次の事業年度末日満期手

形が、当事業年度末残高に含まれてい

る。

受取手形 276百万円

―――――
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(損益計算書関係)

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社との主な取引 当期売上高 50,673百万円

当期仕入高 28,750

受取配当金 160

家賃収入 66

のれん売却益 150

当期売上高 46,262百万円

当期仕入高 27,022

受取配当金 199

家賃収入 38

※２　研究開発費 当期製品製造費用、販売費及び一般管理

費に含まれる研究開発費は次のとおり

である。

当期製品製造費用 61百万円

販売費及び一般管理費 127

計 189

当期製品製造費用、販売費及び一般管理

費に含まれる研究開発費は次のとおり

である。

当期製品製造費用 82百万円

販売費及び一般管理費 49

計 132

※３　他勘定振替高の内訳 販売費及び一般管理費 754百万円

製造経費及び材料費 48

その他 1,130

計 1,933

販売費及び一般管理費 620百万円

製造経費及び材料費 112

その他 427

計 1,160

※４　特別損失の内容

①　固定資産除却損の内容 建物及び構築物 3百万円

機械及び装置 34

工具、器具及び備品 17

計 56

建物及び構築物 19百万円

機械及び装置 35

工具、器具及び備品 29

計 85

②　拠点統廃合損失 ――――― 開発拠点の一部の見直しを行い、それに
伴う移転費用等を特別損失に計上して
いる。

③　製品不具合対策損失 過年度に計上した計量器関連事業のガ

スメータセンサー不具合に係る費用が

対策の進捗により当初試算を上回るこ

ととなり、その追加計上額を特別損失に

計上している。

―――――
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 2,227 23 2 2,249

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　23千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　 2千株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 2,249 22 2 2,268

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　22千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　 2千株
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(リース取引関係)

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相
当額

（イ）取得価額相当額

建物 1,551百万円

機械及び装置 1,499

車両及び運搬具 13

工具器具備品 493

その他 33

合計 3,591

①　リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相
当額

（イ）取得価額相当額

建物 1,551百万円

機械及び装置 1,770

車両及び運搬具 12

工具器具備品 467

その他 33

合計 3,835

（ロ）減価償却累計額相当額

建物 810百万円

機械及び装置 324

車両及び運搬具 5

工具器具備品 236

その他 7

合計 1,384

（ロ）減価償却累計額相当額

建物 913百万円

機械及び装置 503

車両及び運搬具 5

工具器具備品 228

その他 14

合計 1,666

（ハ）期末残高相当額

建物 741百万円

機械及び装置 1,174

車両及び運搬具 7

工具器具備品 257

その他 26

合計 2,207

（ハ）期末残高相当額

建物 637百万円

機械及び装置 1,266

車両及び運搬具 7

工具器具備品 238

その他 18

合計 2,169

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 364百万円

１年超 1,975

合計 2,339

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 398百万円

１年超 1,911

合計 2,309

③　支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額

支払リース料 417百万円

減価償却費相当額 364

支払利息相当額 63

③　支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額

支払リース料 451百万円

減価償却費相当額 395

支払利息相当額 63

④　減価償却費相当額及び支払利息相当
額の算定方法

減価償却費相当額
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっている。

支払利息相当額
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については利息法
によっている。

④　減価償却費相当額及び支払利息相当
額の算定方法

減価償却費相当額
同左

支払利息相当額
同左
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(有価証券関係)

前事業年度（平成19年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

当事業年度（平成20年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

(税効果会計関係)

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原

因別の内訳

①　流動資産

繰延税金資産

たな卸資産評価損 52百万円

賞与引当金損金算入
限度超過額

360

製品不具合損失 342

未払事業税 12

未払費用 49

その他 17

繰延税金資産合計 835

繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △15

繰延税金資産の純額 820

①　流動資産

繰延税金資産

たな卸資産評価損 9百万円

賞与引当金損金算入
限度超過額

326

製品不具合損失 125

未払事業税 22

未払費用 50

繰延ヘッジ損益 213

その他 6

繰延税金資産合計 754

②　固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,829百万円

役員退職慰労引当金
損金算入限度超過額

15

減価償却費損金算入
限度超過額

26

投資有価証券評価損 123

貸倒引当金損金算入
限度超過額

40

繰越欠損金 3,055

その他 80

繰延税金資産小計 5,170

評価性引当額 △918

繰延税金資産合計 4,251

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△152

繰延税金資産の純額 4,099

②　固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金損金
算入限度超過額

1,765百万円

減価償却費損金算入
限度超過額

22

投資有価証券評価損 123

貸倒引当金損金算入
限度超過額

32

繰越欠損金 2,366

その他 90

繰延税金資産小計 4,401

評価性引当額 △195

繰延税金資産合計 4,206

繰延税金負債

その他有価証券評価
差額

△74

繰延税金資産の純額 4,131

２　法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との差異原因

法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

5.2

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△1.7

住民税均等割等 11.1
評価性引当額の増減 △32.4

税効果会計適用後の法人
税等の負担率

22.6

法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

23.9

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△0.9

住民税均等割等 2.9

評価性引当額の増減 △41.5
その他 1.4

税効果会計適用後の法人
税等の負担率

26.2
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はない。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はない。

　

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 979円11銭 1,007円81銭

１株当たり当期純利益 16円41銭 53円85銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
については、潜在株式がないため記載し
ていない。

同左

　
(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 22,025 22,651

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ─

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 22,025 22,651

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（千株）

22,494 22,475

　
２　１株当たり当期純利益

前事業年度
(自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

当事業年度
(自平成19年４月１日
至平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益（百万円） 369 1,210

普通株式に係る当期純利益（百万円） 369 1,210

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,503 22,483
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自平成18年４月１日
  至平成19年３月31日)

当事業年度
(自平成19年４月１日
  至平成20年３月31日)

――――― （株式交換契約の締結）
　当社と親会社である株式会社リコーは平成20年５月15日
開催の両社取締役会において、平成20年８月１日をもって、
当社が完全子会社となる株式交換契約の締結を決議し、同
日締結した。
　また、平成20年６月26日開催の定時株主総会において株式
交換契約が承認された。
　詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表　
(１)連結財務諸表　注記事項」の「重要な後発事象」に記
載している。

（自己株式の消却）
　当社は平成20年５月15日開催の取締役会において、会社法
第178条の規定に基づき、自己株式の消却について決議し
た。
　詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表　
(１)連結財務諸表　注記事項」の「重要な後発事象」に記
載している。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資
有価証券

その他
有価証券

㈱マキタ 51,700 161

㈱ザ・トーカイ 205,125 90

カシオ計算機㈱ 30,000 43

アイチコーポレーション㈱ 57,200 42

三愛石油㈱ 100,000 36

㈱シード 55,000 22

㈱愛知銀行 2,618 19

㈱サーラコーポレーション 40,231 18

㈱クレックス 20,000 17

㈱トーエネック 18,046 8

その他 27銘柄 220,243 46

小　計 800,163 507

計 800,163 507
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

建物 5,901 82 38 5,945 4,013 191 1,932

構築物 955 8 1 962 647 48 314

機械及び装置 6,685 223 559 6,349 5,147 269 1,201

車両及び運搬具 41 2 1 42 38 0 3

工具、器具及び備
品

5,338 278 725 4,890 4,440 428 450

土地 4,466 ─ ─ 4,466 ─ ─ 4,466

建設仮勘定 ― 148 140 7 ─ ─ 7

有形固定資産計 23,387 742 1,46622,663 14,287 939 8,375

無形固定資産

ソフトウェア 468 34 359 143 68 42 74

電話加入権等 35 14 13 35 3 0 32

無形固定資産計 503 48 373 178 72 42 106

長期前払費用 434 65 7 492 ─ ─ 492

（注）１　当期増加額のうち主なものは次のとおりである。

機械及び装置 計量器関連製造設備 142百万円

工具、器具及び備品 計量器関連の型・治具 177百万円

　　　２　当期減少額のうち主なものは次のとおりである。

機械及び装置 計量器関連製造設備 367百万円

工具、器具及び備品 環境機器関連の型・治具 310百万円

複写機関連の型・治具 251百万円

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 217 2 5 24 189

賞与引当金 892 809 892 ─ 809

役員賞与引当金 15 26 15 ─ 26

役員退職慰労引当金 38 3 ─ 42 ─

（注）１　貸倒引当金の当期減少額のその他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額と債権回収に伴う取崩によるもの

である。

　２　役員退職慰労引当金の当期減少額のその他は、退職慰労金制度を廃止したことに伴う取崩しによるものであ

る。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 14

預金

当座預金 66

普通預金 172

外貨定期預金 1,205

別段預金 3

計 1,448

合計 1,462

②受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

東京マイクロ㈱ 211

㈱ザ・トーカイ 90

アンデス電気㈱ 74

㈱ナ・デックス 59

セントラル石油瓦斯㈱ 57

その他 1,139

合計 1,632

期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 464

平成20年５月満期 511

平成20年６月満期 366

平成20年７月満期 252

平成20年８月以降満期 37

合計 1,632
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③売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱リコー 4,434

東北リコー㈱ 503

㈱シード 379

全国農業協同組合連合会 333

㈱ナ・デックス 276

その他 3,493

合計 9,421

　

売掛金の発生及び回収状況並びに滞留状況

前期末残高
(百万円)

(Ａ)

発生高
(百万円)

(Ｂ)

回収高
(百万円)

(Ｃ)

当期末残高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

÷
(Ｂ)

２ 366

10,568 73,642 74,789 9,421 88.8 49.7

(注)　上表の発生高には消費税等が含まれているので、損益計算書の売上高には一致しない。

　

④商品

品名 金額(百万円)

計量器関連 38

その他 1

合計 39

⑤製品

品名 金額(百万円)

特機関連 939

計量器関連 652

複写機関連 395

その他 194

合計 2,181
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⑥原材料

品名 金額(百万円)

特機関連 50

その他 12

合計 62

⑦仕掛品

品名 金額(百万円)

計量器関連 637

特機関連 483

複写機関連 464

情報機器関連 317

その他 241

合計 2,144

⑧貯蔵品

品名 金額(百万円)

計量器関連 23

特機関連 12

その他 10

合計 46

⑨繰延税金資産

計上区分 金額(百万円)

流動資産計上額 754

固定資産計上額 4,131

合計 4,885

(注)　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳については、注記事項（税効果会計関係）に記載している。

⑩預け金

区分 金額(百万円)

グループ内預金 7,426

合計 7,426

⑪未収入金

内訳 金額(百万円)

売上債権譲渡代金 36

部品有償支給代金等 2,126

合計 2,163
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⑫支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

中国化薬㈱ 459

伊藤工機㈱ 201

三協高分子㈱ 190

㈱育良精機製作所 130

㈱ホタカ 107

その他 1,306

合計 2,396

期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 616

平成20年５月満期 832

平成20年６月満期 460

平成20年７月満期 452

平成20年８月以降満期 33

合計 2,396

⑬買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

RICOH ELEMEX(HK)LTD. 1,460

リコーロジスティクス㈱ 582

リコー計器㈱ 459

東北リコー㈱ 290

リコーマイクロエレクトロニクス㈱ 270

その他 2,801

合計 5,865
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⑭未払金

内訳 金額(百万円)

仕入債務未払額 4,529

その他 545

合計 5,074

⑮設備支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈲河村機工 4

長野沖電気㈱ 1

㈱川瀬電気工業所 1

相澤建設㈱ 1

その他 3

合計 12

　

⑯退職給付引当金

区分 金額(百万円)

退職給付債務 8,787

未認識数理計算上の差異 △131

会計基準変更時差異の未処理額 △1,862

年金資産 △2,420

合計 4,372

　

(3) 【その他】

１　決算日後の状況

特記する事項はない。

　

２　重要な訴訟事件等

水道メータの受注をめぐる独占禁止法違反に関連し、損害賠償請求の公訴を提起されている。なお、当

該訴訟は神奈川県、横浜市、川崎市との間のものであったが、神奈川県及び横浜市については当事業年度

中に和解金の支払が完了し解決済みである。川崎市については、和解案につき平成20年6月に川崎市議会

により承認がなされ、平成20年7月に当社が5百万円の解決金を支払うことにより和解が成立する予定で

ある。これにより、水道メータの訴訟については全件終了となる見通しである。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券
ただし、100株券未満の株式につき、その株数を表示した株券を発行すること
ができる。

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　　　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 200円

株券喪失登録

株券喪失登録申請料 １件につき　8,600円

株券登録料 １枚につき  　500円

単元未満株式の買取り・買増し

取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　　　本店及び全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典
毎年３月31日並びに９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載また
は記録された１単元（1,000株）以上の保有株主を対象として、当社製品を優
待価格で提供。

(注）１　 当社は、「当会社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権

利を行使することができない」旨を定めている。

(1)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4)　「株式事務取扱規則」に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる

数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1)　有価証券報告書及び
その添付書類

事業年度
(第106期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
東海財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書の　　
訂正報告書

上記(1)に係る訂正報告書である。 平成19年10月14日
東海財務局長に提出。 

(3)半期報告書 (第107期中)自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月26日
東海財務局長に提出。

(4)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第６号の２(株式交換)の規定に
基づき提出している。

平成20年５月15日
東海財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

リコーエレメックス株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡　野　英　生　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 姫　野　幹　弘　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているリコーエレメックス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、リコーエレメックス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

追記情報

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及

び役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

リコーエレメックス株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡　野　英　生　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 足　立　純　一　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石　井　幹　太　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているリコーエレメックス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、リコーエレメックス株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

追記情報

１.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年５月15日に株式会社リコーを完全

　　 親会社、会社を完全子会社とする株式交換契約を締結し、平成20年６月26日開催の定時株主総

　　 会において同株式交換契約の承認を受けた。

  ２.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年５月15日開催の取締役会において

　　 自己株式を消却することを決議した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

リコーエレメックス株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡　野　英　生　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 姫　野　幹　弘　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているリコーエレメックス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第106期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、リコーエレメックス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及

び役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

リコーエレメックス株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡　野　英　生　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 足　立　純　一　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石　井　幹　太　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているリコーエレメックス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第

107期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、リコーエレメックス株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年５月15日に株式会社リコーを完全

　　 親会社、会社を完全子会社とする株式交換契約を締結し、平成20年６月26日開催の定時株主総会

     において同株式交換契約の承認を受けた。

  ２.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年５月15日開催の取締役会において

     自己株式を消却することを決議した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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